
（平成２１年１０月２８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 31 件

国民年金関係 12 件

厚生年金関係 19 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 68 件

国民年金関係 20 件

厚生年金関係 48 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 3425 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年７月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59年７月から 62年３月まで 

             ② 昭和 62年６月から平成４年３月まで 

             ③ 平成４年４月から７年２月まで 

 私は、昭和 56年４月に仕事で大きな損失を被り、夫婦二人分の国民年金

保険料が納付できない時期があったが、平成元年８月に大きな取引が成立

し、そのころ、Ａ社会保険事務所でこれまで未納となっていた夫婦二人分

の保険料のうち納付可能な期間の保険料を、私がすべてまとめて納付した

（申立期間①及び②）。 

その後、私が年に１回か２回はＡ社会保険事務所へ出向き、その時点ま

での未納となっている保険料を一括納付した（申立期間②及び③）。 

また、平成４年４月から７年２月までの期間の保険料についても、それ

まで同様に保険料を納付しており、私と妻は免除申請をした記憶は無い（申

立期間③）。 

申立期間①、②及び③について、保険料の納付記録が無く、申立期間①

及び②が未納と、申立期間③が申請免除と記録されていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①のうち、昭和 59 年７月から同年９月までの３か月について、申

立人は、申立人が夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付していたとしてい

るところ、申立人の妻の納付記録が、60 年８月６日付けで、同期間を含む 58

年10月から59年９月までの保険料が未納から納付済みへ記録訂正がなされて

おり、申立期間①のうち、同年７月から同年９月までの間について、申立人が



妻の保険料と一緒に自身の保険料を納付したと考えるのが自然である。 

   一方、申立期間①のうち、昭和 59 年 10 月から 62 年３月までの間、申立期

間②及び③について、申立人は、申立人の仕事上の取引で 56 年ごろに損失が

あり、申立人夫婦の保険料が納付できない期間があったが、平成元年８月ごろ

に多額の収入があり、そのころ、Ａ社会保険事務所において、申立人が、夫婦

二人分の未納期間の保険料のうち、納付可能な期間の保険料をまとめてさかの

ぼって納付し（申立期間①のうち、昭和 59年 10 月から 62年３月までの期間

及び申立期間②。）、その後も年に１回か２回程度、同社会保険事務所において、

その時点で未納であった保険料を納付し（申立期間②及び③。）たが、免除申

請をした記憶は無い（申立期間③）と申し立てている。 

   しかし、申立人が、自身の保険料と一緒に納付したとする申立人の妻も申立

期間のうち、上述の期間は申立人と同様に未納又は申請免除であり、申立人は、

当時の保険料の納付方法などについての記憶は定かでないとしている。 

   また、仮に、申立人の陳述どおり、平成元年８月ごろに過去の保険料を納付

したとしても、その時点において、申立期間①のうち、昭和 59 年 10 月から

62年３月までの期間及び申立期間②のうち、一部の期間の保険料は、制度上、

時効により保険料を納付することはできない。 

   さらに、申立期間②及び③について、申立人は、平成元年８月以降、年に１

回か２回程度、Ａ社会保険事務所において、そのときまで未納であった保険料

を納付したと陳述しているが、仮に、社会保険事務所で未納期間の保険料を納

付した場合、その未納期間には納付日までの現年度保険料の未納分も含まれ、

年に２回納付したとすると、２回目の納付は、１回目の納付以降の未納分の現

年度保険料が必ず含まれるが、社会保険事務所では、当時、前納保険料以外の

現年度保険料の収納は行っていなかったとしており、申立人の陳述と符合しな

い。 

   なお、申立人及びその妻の納付記録をみると、申立人夫婦は、平成８年６月

から９年３月までの期間の保険料を 10年７月に、９年５月から同年 10月まで

の期間の保険料を 11 年６月に、９年 11 月から 10 年６月までの保険料を 11

年 11月から 12年７月までの各月に、それぞれ過年度納付が可能な最終月の同

一日に納付していることが確認でき、申立人が陳述する、納付可能な期間の保

険料をまとめてさかのぼって納付したとする期間は、この期間の保険料納付で

あった可能性は否定できない。 

   加えて、申立期間③当時の免除申請の手続は、被保険者から市役所に提出さ

れた免除申請書が市役所から社会保険事務所へ送付され、社会保険事務所にお

いて審査を行い、承認及び却下の審査結果は社会保険事務所から市役所を経由

して被保険者に通知される取扱いであった。 

   審査の結果、免除申請が承認された場合、社会保険事務所において被保険者

記録に記載されるとともに、市役所においても社会保険事務所からの通知に基



づき被保険者名簿に記載されることになるが、上述のとおり、申立人及びその

妻の社会保険庁の記録及びＢ市の記録ともに、いずれも、申立期間③について

は申請免除と記録されていることが確認できる。この２年 11 か月について、

社会保険庁及び市役所でそれぞれ同時に納付記録が欠落し、誤って申請免除と

記録されたとは考え難い。 

   このほか、申立人が、申立期間①のうち、昭和 59 年 10 月から 62 年３月ま

での期間、申立期間②及び③の保険料を納付していたことを示す関連資料は無

く、ほかに申立期間①のうち、59 年 10 月から 62 年３月までの期間、申立期

間②及び③の保険料が納付されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち、昭和

59 年７月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。



大阪国民年金 事案 3426 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年１月から同年３月まで 

    申立期間について、保険料の納付金額は記憶していないが、毎月、夫の分

と一緒に夫婦二人分を振込用紙で金融機関で納付した。毎月納付したのに未

納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の保険料については、申立人が夫婦二人分の保険料を毎

月一緒に納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の納付状況をみると、昭和 44 年 12 年 18 日に夫婦連番で国

民年金手帳記号番号が払い出された後、51 年１月から同年３月までの期間及

び申立期間を除き、資格を喪失する平成 15 年６月までの国民年金保険料を納

付していることが確認できる。また、申立人の夫も、昭和 51 年１月から同年

３月までを除き、資格を喪失する平成 14 年５月までの保険料を納付している

ことが確認でき、申立人の納付意識の高さがうかがえる。 

また、夫婦二人分の保険料納付日について、夫婦が所持する国民年金手帳の

検認印及び領収書から確認できる昭和 44 年 12 月から 49 年３月までの期間、

並びに社会保険庁の記録から納付日が確認できる61年４月から平成14年５月

までの期間をみると、申立期間及び同年３月の保険料を除き、すべてが同一日

に納付されていることから、夫婦二人分の保険料は基本的に一緒に納付してい

たものと推定できる。 

さらに、申立期間前後の保険料は納付済みであるとともに、申立期間の申立

人の夫の保険料については、平成元年２月 27 日に過年度納付済みであり、納

付意識の高い申立人が申立人の夫の保険料を過年度納付した際に、一緒に納付

していたと考えるのが自然である。 



加えて、申立期間の夫の保険料納付は、夫婦がＢ市からＣ市に転居した平成

元年１月の翌月の納付であることから、申立人の申立期間の保険料について、

転居に伴い事務的過誤が存在したとも考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金 事案 3427 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年１月から 43年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年１月から 43年３月まで 

     私は、昭和 35年に結婚し、36年４月に出産のため会社を退職したが、私

の父の勧めで 41 年８月から国民年金に加入した。父の勧めで加入した国民

年金なのに、わずか５か月の保険料を納付した後で、申立期間の保険料を納

めなかったはずがない。保険料は近所の住人が集金に来ており、その人に保

険料を納付していたと思う。申立期間の保険料は定かではないが、過去の保

険料をまとめて納付したこともあったように思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、父の勧めで昭和 41 年８月に国民年金に加入して以降、保険料を

納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の納付状況をみると、社会保険庁の記録から昭和 41 年８月

に国民年金に任意加入し、60 歳期間満了の平成９年＊月まで、申立期間を除

き保険料を納付していることが確認できる。また、昭和 53 年５月から 56 年

12 月までの期間及び 57 年４月から 61 年３月までの期間は、付加保険料も加

えて納付していることが確認でき、申立人の保険料の納付意識の高さがうかが

える。 

また、申立期間当時は、集金人による印紙検認方式であり、未納があった場

合、申立人及び集金人が年金手帳を見て気付くと考えるのが自然である。 

さらに、申立人は昭和 41 年８月に任意加入をしておきながら、わずか５か

月のみ保険料を納付し、申立期間後の 43 年４月から納付を再開したとするの

は不自然である。 

加えて、申立期間は 15 か月と比較的短期間であり、申立人の納付意識の高

さに鑑
かんが

みれば、申立期間についても継続して納付していたとみるのが相当で

ある。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金 事案 3428 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 46年７月から 47年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42年９月から 46年３月まで 

② 昭和 46年７月から 47年３月まで 

 正確な時期は思い出せないが、Ａ市に住んでいたときに市の集金人が自

宅に訪ねて来て、国民年金に加入するよう勧められ、妻が夫婦二人分の加入

手続をした。その後、３か月ごとに一人当たり 1,350円ぐらいの保険料夫婦

二人分を継続してその集金人に納めてきた。 

申立期間の保険料を間違いなく納めてきたのに、未納とされており、納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人夫婦の国民年金加入手続時期をみると、国民年

金手帳記号番号は昭和 47 年６月に夫婦連番で払い出されていることが、申立

人夫婦が所持する国民年金手帳及び市の被保険者名簿双方の記録において確

認できる。この場合、払出時点では、申立期間の一部は時効により、既に保険

料を納付することはできない期間になっている。 

また、払出時点から、２年超さかのぼった期間については、過年度納付は可

能であったものの、その場合、３か月ごとに、集金人に納めていたとする申立

人の陳述とは符合しない。 

さらに、別の手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、社会保険庁

のオンライン記録により申立人の氏名の確認を行ったほか、当時の住所地を管

轄する社会保険事務所において同払出簿の内容をすべて確認したが、別の手帳

記号番号の存在はうかがえず、また、申立期間の保険料納付をうかがわせる周

辺事情等も見当たらなかった。 



次に、申立期間②について、申立人夫婦の納付記録をみると、本来、市では

取り扱えないはずの申立期間直前の昭和 46年度分３か月(昭和 46 年４月から

同年６月まで。)の保険料について、昭和 47年 12 月９日に市において収納さ

れていることが申立人夫婦が所持する領収証書から確認できる。 

また、申立人夫婦の加入手続時期は昭和 47 年６月であることが申立人夫婦

が所持する国民年金手帳の発行日から確認できることから、申立期間②に係る

納付書は過年度納付となる昭和 47 年度に市において作成されたものと認めら

れる。この場合、同一年度となる申立期間についても同様の取り扱いがなされ

た可能性は否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち、昭和

46年７月から 47年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。



大阪国民年金 事案 3429 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 46年７月から 47年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42年８月から 46年３月まで 

② 昭和 46年７月から 47年３月まで 

正確な時期は思い出せないが、Ａ市に住んでいたときに市の集金人が自宅

に訪ねて来て、国民年金に加入するよう勧められ、夫婦二人分の加入手続を

した。その後、３か月ごとに一人当たり 1,350円ぐらいの保険料夫婦二人分

を継続してその集金人に納めてきた。 

申立期間の保険料を間違いなく納めてきたのに、未納とされており、納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人夫婦の国民年金加入手続時期をみると、国民年

金手帳記号番号は昭和 47 年６月に夫婦連番で払い出されていることが、申立

人夫婦が所持する国民年金手帳及び市の被保険者名簿双方の記録において確

認できる。この場合、払出時点では、申立期間の一部は時効により、既に保険

料を納付することはできない期間になっている。 

また、払出時点から、２年超さかのぼった期間については、過年度納付は可

能であったものの、その場合、３か月ごとに、集金人に納めていたとする申立

人の陳述とは符合しない。 

さらに、別の手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、社会保険庁

のオンライン記録により申立人の氏名の確認を行ったほか、当時の住所地を管

轄する社会保険事務所において同払出簿の内容をすべて確認したが、別の手帳

記号番号の存在はうかがえず、また、申立期間の保険料納付をうかがわせる周

辺事情等も見当たらなかった。 



次に、申立期間②について、申立人夫婦の納付記録をみると、本来、市では

取り扱えないはずの申立期間直前の昭和 46年度分３か月(昭和 46 年４月から

同年６月まで。)の保険料について、昭和 47年 12 月９日に市において収納さ

れていることが申立人夫婦が所持する領収証書から確認できる。 

また、申立人夫婦の加入手続時期は昭和 47 年６月であることが申立人夫婦

が所持する国民年金手帳の発行日から確認できることから、申立期間②に係る

納付書は過年度納付となる昭和 47 年度に市において作成されたものと認めら

れる。この場合、同一年度となる申立期間についても同様の取り扱いがなされ

た可能性は否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち、昭和

46年７月から 47年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。



大阪国民年金 事案 3430 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成５年１月の国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 平成５年１月 

② 平成５年３月 

③ 平成６年３月 

私たち夫婦は、昭和 50年８月に厚生年金保険から国民年金に加入し、同 

月から私が夫婦二人分の保険料を同時に、定期的に納めてきたので、申立期

間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年８月から夫婦二人分の保険料を同時に、定期的に納め

てきたと申し立てている。 

そこで、申立期間①である平成５年１月について、妻の納付記録をみると、

同年３月に現年度納付していることが社会保険庁の記録から確認できるとと

もに、申立期間①の前後の月について、夫婦二人分の保険料納付日をみると、

前が同年２月、後が同年４月の同一日に納付していることが同様に確認でき、

夫婦二人分の保険料を同時に、定期的に納めてきたとする申立人の陳述に明ら

かな不合理は認められず、妻と一緒に夫婦二人分を現年度納付した可能性は否

定できない。 

一方、申立期間②及び③については、申立人が一緒に夫婦二人分の保険料を

納付したとする妻も未納である上、その前後の納付日をみると、５か月におい

て夫婦二人分の納付日が異なっていることが確認でき、夫婦二人分の保険料を

同時に納めてきたとの申立人の陳述と符合しない。 

また、夫婦二人分の納付日が確認できる平成２年４月から６年 11 月までの

各月の納付日をみると、過年度納付された月が 17 か月認められる上、そのう

ちの８か月は時効間際に納付されていることが確認でき、申立期間①前後を除



き、全体的には、定期的に保険料を納付してきたとする申立人の陳述と符合し

ない。 

 さらに、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、社

会保険庁のオンライン記録により、別読みによる申立人の氏名の確認を行った

が、別の同手帳番号の存在はうかがえず、また、申立期間②及び③の保険料納

付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成５年１月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金  事案 3431 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年１月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年１月から同年９月まで 

私は、夫と一緒に夫婦で国民年金に加入し、私自身が継続して夫婦二人分

の保険料を納めてきた。それなのに私の方だけ申立期間が未納とされている

のはおかしい。加入時期、保険料額及び納付場所ははっきり覚えていないが、

夫婦の片方だけ納付していることはないはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、加入時以降の国民年金保険料については、定期的に夫婦二人分を

一緒に納付していたはずであると申し立てている。 

そこで、申立人とその夫の加入手続時期をみると、夫婦そろって昭和 50 年

11 月に国民年金手帳記号番号が払い出されていることが同払出簿の記録から

確認できる。 

また、申立人とその夫の納付記録をみると、一緒に夫婦二人分を納付してい

たとする申立人の夫は、申立期間は過年度納付済みであることが社会保険庁の

特殊台帳から確認できるとともに、申立期間を除き、平成 19 年＊月までの長

期間にわたり、納付済期間及び未納期間が夫婦同一であることが市の被保険者

名簿、社会保険庁の記録双方から確認できる。 

これらの点を踏まえると、加入時以降については、夫婦同一の納付形態を取

っていたものと推定でき、９か月と比較的短期間である申立期間についても、

夫と同様に、過年度納付がなされていたと考えるのが自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3432 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年１月から同年３月までの期間及び平

成元年 10 月から２年３月までの期間の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 49年１月から同年３月まで 

② 平成元年 10月から２年３月まで 

③ 平成２年６月から３年３月まで 

    私は、昭和 48年 11月に会社を退職し、独立して事業を始めたので、妻が

私の国民年金の加入手続を行い、それ以来、妻が夫婦二人分の国民年金保険

料を一緒に郵便局又は銀行で納付してきた。 

また、税理士を通じて確定申告しており、平成２年分以降の確定申告書

(控)には、国民年金保険料の控除額が記載されている。 

一部の免除期間以外は、すべて保険料を納付していたと思っているのに、

未納がある上、夫婦で未納期間が異なるのもおかしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が国民年金に加入して以来、妻が夫婦二人分の国民年金保

険料を一緒に納付してきたと申し立てている。 

そこで、申立期間①及び②について、申立人及びその妻の特殊台帳を見ると、

昭和 53年度から 59年度までの期間は、ともに前納により保険料を納付してい

る上、60 年度以降に係る社会保険庁の記録において、夫婦共に保険料が納付

済みとなっている期間の納付日をみると、すべて同一日であることから、基本

的に夫婦二人分を一緒に納付していたものと考えられるとともに、夫婦二人分

の保険料を一緒に納付してきたとする申立人の妻は、申立期間①及び②は納付

済みとなっていることが確認できる。 

また、申立人の妻は、申立人が会社に在職中の昭和 48 年７月に国民年金に

任意加入してから 60 歳期間満了までの約 31 年間、51 年１月から同年３月ま



での期間及び平成２年６月から３年３月までの期間の合計 13 か月を除き未納

が無い上、申立人も会社を退職した昭和 48年 11 月から 60歳期間満了までの

約 28年間、申立期間①、②及び③の合計 19 か月を除き未納が無く、保険料の

納付意識の高さがうかがえるほか、申立期間①及び②は３か月及び６か月と短

期間であることなどを踏まえると、申立期間①及び②について、申立人の妻が

自らの保険料のみ納付し、申立人の保険料を納付しない理由は見当たらない。 

一方、申立期間③について、申立人は、平成２年分以降(４年分を除く。)

の確定申告書(控)を所持していることから、その内容を調査すると、申立人及

びその妻共に未納期間の無い５年分以降の確定申告書(控)に記載された国民

年金保険料の控除額は、夫婦二人分の当時の年間保険料額とすべて一致してい

るが、ともに未納期間となっている申立期間③に関連する２年分及び３年分の

確定申告書(控)についてみると、２年分は一人分の年間保険料額しか計上され

ておらず、３年分は当時の年間保険料額と一致しないなど、不合理な点が見受

けられる。 

また、申立期間③当時は、収納事務の機械化により記録管理の強化が図られ

ており、この間、夫婦の納付記録が同時に欠落することは考え難い。 

さらに、申立人の妻が申立期間③の保険料を納付していたことを示す関連資

料(家計簿等)は無く、ほかに申立期間③の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和49年１月から同年３月までの期間及び平成元年10月から２年３月までの期

間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3433 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 51年１月から同年３月まで 

② 平成２年６月から３年３月まで 

    私は、昭和 48年７月に国民年金に任意加入し、同年 11月に夫が会社を退

職したので、私が夫の国民年金の加入手続を行い、それ以来、私が夫婦二人

分の国民年金保険料を一緒に郵便局又は銀行で納付してきた。 

また、税理士を通じて確定申告しており、平成２年分以降の確定申告書

(控)には、国民年金保険料の控除額が記載されている。 

一部の免除期間以外は、すべて保険料を納付していたと思っているのに、

未納がある上、夫婦で未納期間が異なるのもおかしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の夫が国民年金に加入して以来、申立人が夫婦二人分の国

民年金保険料を一緒に納付してきたと申し立てている。 

そこで、申立期間①について、申立人及びその夫の特殊台帳を見ると、昭和

53年度から 59年度までの期間は、ともに前納により保険料を納付している上、

60 年度以降に係る社会保険庁の記録において、夫婦共に保険料が納付済みと

なっている期間の納付日をみると、すべて同一日であることから、基本的に夫

婦二人分を一緒に納付されていたものと考えられるとともに、申立人が一緒に

保険料を納付してきたとする申立人の夫は、申立期間①は納付済みとなってい

ることが確認できる。 

また、申立人は、申立人の夫が会社に在職中の昭和 48 年７月に国民年金に

任意加入してから 60 歳期間満了までの約 31 年間、申立期間①及び②の合計

13 か月を除き未納が無い上、申立人の夫も会社を退職した同年 11 月から 60



歳期間満了までの約 28年間、49年１月から同年３月までの期間、平成元年 10

月から２年３月までの期間及び同年６月から３年３月までの期間の合計 19 か

月を除き未納が無く、保険料の納付意識の高さがうかがえるほか、申立期間①

は３か月と短期間であることなどを踏まえると、申立期間①について、申立人

が夫の保険料のみ納付し、自らの保険料を納付しない理由は見当たらない。 

一方、申立期間②について、申立人は、平成２年分以降(４年分を除く。)

の確定申告書(控)を所持していることから、その内容を調査すると、申立人及

びその夫共に未納期間の無い５年分以降の確定申告書(控)に記載された国民

年金保険料の控除額は、夫婦二人分の当時の年間保険料額とすべて一致してい

るが、ともに未納期間となっている申立期間②に関連する２年分及び３年分の

確定申告書(控)についてみると、２年分は一人分の年間保険料額しか計上され

ておらず、３年分は当時の年間保険料額と一致しないなど、不合理な点が見受

けられる。 

また、申立期間②当時は、収納事務の機械化により記録管理の強化が図られ

ており、この間、夫婦の納付記録が同時に欠落することは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間②の保険料を納付していたことを示す関連資料

(家計簿等)は無く、ほかに申立期間②の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 51 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと

認められる。



大阪国民年金 事案 3434 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 48 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 15年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 48年４月から同年６月まで 

    私は、会社を退職したために国民年金へ加入した。 

申立期間の国民年金保険料は、区役所の集金人に妻が夫婦二人分を納付し

た。 

夫婦共に納付が遅れることはあったが、未納のまま放置したことはなく、

申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、妻が夫婦二人分を併せて集

金人に納付したと申し立てている。 

そこで、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人夫婦の国民年金手帳

記号番号は、夫は昭和 39年７月 20日、妻は 41年７月 15日に払い出されてお

り、この手帳記号番号払出時点からみて、夫婦共に申立期間の国民年金保険料

を現年度納付することは可能である。 

また、社会保険事務所の納付記録をみると、申立人夫婦の国民年金保険料は

申立期間を除き完納されており、申立人夫婦の納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、確認できる申立人夫婦の国民年金保険料納付状況はおおむね一致し

ている上、申立期間直前の昭和 47年４月から 48年３月までの期間及び申立期

間直後の同年７月から 49 年９月までの期間の保険料は現年度納付しているこ

とが確認できる。 

加えて、特殊台帳を見ても、申立期間の国民年金保険料について未納催告さ

れた事跡
じ せ き

は見当たらない。 

これらのことから、納付意識の高かった申立人夫婦が３か月と短期間の申立

期間の国民年金保険料のみを未納のまま放置したとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3435 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 48 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 21年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 48年４月から同年６月まで 

    私は会社に勤務しておらず、厚生年金保険に加入していなかったため、老

後、困らないようにと母が国民年金に加入してくれた。 

申立期間の国民年金保険料は区役所の集金人に私が夫婦二人分を納付し

た。 

夫婦共に納付が遅れることはあったが、未納のまま放置したことはなく、

申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、自分で夫婦二人分を併せて

集金人に納付したと申し立てている。 

そこで、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人夫婦の国民年金手帳

記号番号は、夫は昭和 39年７月 20日、妻は 41年７月 15日に払い出されてお

り、この手帳記号番号払出時点からみて、夫婦共に申立期間の国民年金保険料

を現年度納付することは可能である。 

また、社会保険事務所の納付記録をみると、申立人夫婦の国民年金保険料は

申立期間を除き完納されており、申立人夫婦の納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、確認できる申立人夫婦の国民年金保険料納付状況はおおむね一致し

ている上、申立期間直前の昭和 47年４月から 48年３月までの期間及び申立期

間直後の同年７月から 49 年９月までの期間の保険料は現年度納付しているこ

とが確認できる。 

加えて、特殊台帳を見ても、申立期間の国民年金保険料について未納催告さ

れた事跡
じ せ き

は見当たらない。 

これらのことから、納付意識の高かった申立人夫婦が３か月と短期間の申立

期間の国民年金保険料のみを未納のまま放置したとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3436 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年 10月から 51年３月までの期間、53 年７月から同年９月

までの期間及び 55 年４月から同年６月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 24年生 

住        所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 50年 10月から 51年３月まで 

② 昭和 53 年７月から同年９月まで 

③  昭和 55 年４月から同年６月まで 

国民年金への加入については、はっきりとは覚えていないが、所持して

いる年金手帳を見ると、昭和 45年８月５日に発行されていることから、母

又は自分自身で強制加入の時点から１年ぐらい遅れて手続をしたと思う。 

申立期間の国民年金保険料については、自分で自宅近くの金融機関の窓

口で、３か月ごとに納付書により納付したはずであり、未納とされている

ことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、納付書により金融機関で、申立期間①，②及び③の国民年金保険

料を納付したと申し立てているところ、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、

申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 45年８月 28日に払い出されており、こ

の手帳記号番号払出時点からみて、申立期間①、②及び③の保険料を納付する

ことは可能である。 

また、申立人は、国民年金加入から平成 20 年５月までの間、申立期間の併

せて 12 か月間を除き国民年金保険料を完納しており、納付意識の高さがうか

がえる。 

加えて、特殊台帳を見ると、申立期間①直前の昭和 45年７月から 50年９月

までの期間及び申立期間①直後の 51 年４月から 52 年 12 月まで期間の保険料

は現年度納付していることが確認できる。 



一方、昭和 55 年 10 月から 58 年９月までの国民年金保険料は現年度納付し

ているところ、申立期間②直後の 53 年 10 月から 55 年３月までの期間及び申

立期間③直後の同年７月から同年９月までの期間の未納となっていた保険料

は、この現年度納付していた時期に３か月単位で過年度納付していることが確

認できることから、同じ３か月である申立期間②及び③の保険料についても、

同時期に３か月単位の納付書により過年度納付したと考えても不自然ではな

い。 

さらに、申立人は、昭和 55 年６月に結婚するまでは自営業を営んでいたと

ころ、その収入からみて経営状態は順調で、結婚後の生活状況も安定していた

ことがうかがえる。 

これらのことから、納付意識が高く、また、生活も順調であった申立人が、

併せて 12 か月と短期間である申立期間①、②及び③の国民年金保険料を未納

のまま放置したとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 4551 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額記録のうち、昭和 54 年 11 月から 55

年９月までの期間については 15 万円、56 年４月から 58 年９月までの期間に

ついては 18 万円、62 年５月から同年７月までの期間については 22 万円、平

成４年４月から６年 10 月までの期間については 38 万円、同年 11 月から７年

３月までの期間については 34 万円、同年４月から８年３月までの期間につい

ては 38 万円、同年４月から同年９月までの期間については 41 万円、同年 10

月から９年３月までの期間については 38万円、同年４月から 13年３月までの

期間については 44万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年６月１日から平成 17年５月 20日まで 

    社会保険事務所で厚生年金保険の加入状況を確認したところ、Ａ社に勤務

していた期間の標準報酬月額が、実際に支給されていた給与に比べて低くな

っている。 

申立期間に係る一部の給与明細書及び給与振込記録等を保管しており、当

時の報酬月額及び厚生年金保険料控除額が確認できるので、調査の上、本来

の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、「厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律」（以下、「特例

法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保

険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな



                      

  

る。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、ⅰ）支給年月の確認できる

給与明細書（昭和 54 年 11 月から 55 年９月までの分、56 年４月から 58 年９

月までの分、62 年５月から同年７月までの分、平成５年４月分、６年４月か

ら７年３月までの分、８年３月及び同年４月分、９年３月及び同年４月分、10

年３月及び同年４月分。）、ⅱ）支給年月の記載は無いものの、支給額が預金通

帳の給与振込額と一致する給与明細書（平成４年４月から５年３月までの分。）、

ⅲ）申立人が、「仕事内容及び給与とも同じであった。」旨陳述しており、申立

期間中の標準報酬月額の推移が申立人と全く同一である同僚が保管していた

源泉徴収票（平成 11年分及び 12年分。）及び給与明細書（平成 12年４月から

13年３月までの分。）において確認できる保険料控除額から、昭和 54 年 11月

から 55年９月までの期間については 15万円、56年４月から 58年９月までの

期間については 18 万円、62 年５月から同年７月までの期間については 22 万

円、平成４年４月から５年４月までの期間については 38 万円、６年４月から

同年 10 月までの期間については 38 万円、同年 11 月から７年３月までの期間

については 34 万円、８年３月については 38万円、同年４月については 41 万

円、９年３月については 38 万円、同年４月については 44 万円、10 年３月及

び同年４月については 44 万円、11 年４月から 13 年３月までの期間について

は 44万円とすることが妥当である。 

   また、平成５年５月から６年３月までの期間、７年４月から８年２月までの

期間、同年５月から９年２月までの期間、同年５月から 10年２月までの期間、

同年５月から 11 年３月までの期間については、給与明細書、源泉徴収票及び

給与振込記録等の報酬額又は保険料控除額を確認できる資料の提出は無いが、

給与明細書及び同僚の陳述等からＡ社における昇給月は毎年４月であったこ

とが推測され、社会保険料控除額も４月に変更され、翌年３月までは同額とな

っている状況が認められることを踏まえ、当該期間を含む各年度の４月又は３

月の給与明細書において確認できる保険料控除額から、平成５年５月から６年

３月までの期間については 38 万円、７年４月から８年２月までの期間につい

ては 38 万円、同年５月から同年９月までの期間については 41 万円、同年 10

月から９年２月までの期間については 38万円、同年５月から 10年２月までの

期間については 44 万円、同年５月から 11 年３月までの期間については 44 万

円とすることが妥当である。  

   なお、申立人の当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、申立人に係る給与明細書、給与振込記録及び源泉徴収票、並びに申立人

の同僚に係る給与明細書及び源泉徴収票（以下、「給与明細書等」という。）に

おいて確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と、社会保

険事務所で記録されている標準報酬月額が長期にわたり一致していないこと

から、当該期間について、事業主は、給与明細書等で確認できる報酬月額又は



                      

  

保険料控除額に相当する報酬月額を届けておらず、その結果、社会保険事務所

は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 55 年 10 月から 56 年３月まで、58 年 10 月か

ら 59年２月まで、同年４月から 60年２月まで、同年４月から 62年４月まで、

同年８月から平成２年４月まで及び16年１月から同年12月までの期間につい

ては、申立人提出の給与明細書又は源泉徴収票によると、社会保険事務所の記

録にある標準報酬月額に基づく保険料、若しくはそれを下回る額の保険料を控

除されていることが確認できることから、特例法に基づく記録訂正は認められ

ない。 

また、申立期間のうち、平成２年 11月から４年３月までの期間については、

給与明細書等の提出は無かったものの、申立人提出の預金通帳の給与振込記録

と、当該期間前後の給与明細書の総支給額を比較検証したところ、社会保険事

務所の記録にある標準報酬月額を下回る額の保険料を控除されていたと推認

できることから、特例法に基づく記録訂正は認められない。 

さらに、申立期間のうち、、昭和 46年６月から 54年 10月まで、59年３月、

60年３月、平成２年５月から同年 10月まで、13年４月から 15 年 12月まで及

び 17 年１月から同年４月までの期間については、給与支給額及び保険料控除

額を確認できる給与明細書等の資料の提出が無いことから、当該期間について

申立人が主張する標準報酬月額に見合う保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4552 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｅ社。）における資格取得

日に係る記録を昭和 35年１月 16日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 35年１月 16日から 36年４月３日まで 

私は、高校を卒業し 10 か月ほど求職活動を行った後、新聞の求人広告に

応募して、昭和 35 年１月から 36 年８月 29日までの期間、Ｂ市Ｃ区にある

Ａ社のＤ部に勤務していた。同社の従業員数は約 200人であった。 

社会保険庁の記録によると、Ａ社における勤務期間のうち、入社した昭

和 35 年１月から 36 年４月３日までの期間が厚生年金保険に未加入とされ

ているが、申立期間において同社に勤務していたことは間違いないので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、Ａ社退職後に交付を受けた失業保険受給資格者証に記載された同

社離職日（昭和 36 年８月 20 日）、及び所定給付日数（180 日）に係る被保険

者期間要件を踏まえると、入社時期は特定できないものの申立人が申立期間

において同社に勤務していたことが認められる。 

   また、申立人は、「定時制高校に１年間通学した後、全日制高校へ入学し直

し卒業後約 10 か月は新聞・雑誌の求人広告を利用して就職活動を行い、昭和

35 年１月に採用面接を受けてＡ社に入社した。」旨陳述しているところ、申

立人の生年月日（昭和 14年＊月＊日）から、卒業年（昭和 34年）が符合する

ほか、申立人以外にも「昭和 35 年１月に新聞の求人広告を見てＡ社に入社し

た。」旨陳述している同僚が確認できることから、申立人の申立てに特段不合



                      

  

理な点は認められない。 

   さらに、Ｅ社の総務担当者から、「申立期間当時、パート・アルバイトは採

用しておらず、従業員の募集は正社員のみであった。」旨陳述が得られた。 

   加えて、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、昭和 35 年から 38 年までの間に被保険者記録が確認できる複数の同

僚に厚生年金保険の加入時期について確認したところ、全員から、「厚生年金

保険被保険者記録は、勤務期間と一致している。」旨陳述を得たほか、このう

ち一人については、雇用保険被保険者資格の取得日と厚生年金保険被保険者

資格の取得日が一致していることが確認できたことから、当時同社では、試

用期間は無く、入社と同時に厚生年金保険に加入していたものと考えられる。 

   以上の事情及び関連資料等を総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。な

お、申立人は、Ａ社への入社日について、昭和 35年１月中旬としか記憶して

いないが、同年１月に被保険者資格を取得している同僚で、中旬に取得して

いる者の取得日は 16日だけであることから、申立人の被保険者資格の取得日

は同年１月 16日とすることが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社において昭和 36 年１月に

厚生年金保険被保険者資格を取得している同僚に係る取得時の記録から、１

万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、当時の資料は既に処分しているため不明としているもの

の、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合

には、その後、申立期間に行われるべき事業主による被保険者報酬月額算定

基礎届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会

保険事務所がこれを記録しないとは考え難いことから、事業主が昭和 36年４

月３日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期

間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4553 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格取得日は、昭和 24 年７月１日、資格喪失日は同

年 10月 29日であると認められることから、申立期間のうち、同社における申

立人の資格取得日に係る記録を同年７月１日に、資格喪失日に係る記録を同年

10月 29日に訂正することが必要である。 

なお、昭和 24 年７月から同年９月までの標準報酬月額については、3,000

円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年７月から 25年８月まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に勤務

していた期間の加入記録が無いとの回答をもらった。勤務していたことは間

違いなく、所持している厚生年金保険被保険者証には資格取得日が昭和 24

年７月１日と記載されているので、申立期間について厚生年金保険被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人は、昭和 24 年

７月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得しているものの、その記録が取り

消されていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険記号番号払出簿を見ると、申立人の資格の取得が取消さ

れた事蹟
じ せ き

は確認できない上、Ａ社で払い出された申立人の厚生年金保険の記号

番号に係る厚生年金保険被保険者台帳索引票の最初の資格取得年月日欄には、

昭和 24年７月１日と記録されている。 

また、申立人が現在所持している厚生年金保険被保険者証は、申立期間後に

再交付されたものであるが、記号番号は、Ａ社で払い出された番号であり、初

めて資格を取得した年月日欄には、当初「昭和 25 年９月１日」と記載されて

いたところ、平成８年に、社会保険事務所が厚生年金保険被保険者台帳索引票

を確認し、訂正印を押した上で、「昭和 24年７月１日」と訂正されている。加

えて、申立人の厚生年金保険被保険者記録は、同社退職後も当該記号番号であ



                      

  

ることから、申立人は、同社退職時において、同社で交付された厚生年金保険

被保険者証を所持していたと推認できる。 

さらに、同僚の陳述内容から判断すると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所

で無くなるまでは、申立人が同社において厚生年金保険被保険者であったと推

認され、申立人の同社における資格喪失日は、同社が厚生年金保険の適用事業

所で無くなった昭和 24年 10月 29日であると認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、資格の取得を取り消した旨

の記録は、有効なものとは認められず、事業主は、申立人が昭和 24 年７月１

日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、同年 10月 29日に資格を喪失した

旨の届出を社会保険事務所に行ったと認められる。 

また、昭和 24 年７月から同年９月までの標準報酬月額については、申立人

に係るＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録により、3,000円とす

ることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所で無くなった昭和

24 年 10 月 29 日以後の期間において、申立人に係る厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 24 年 10 月 29 日以

後の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4554 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 37 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡）  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年 10月 31日から 37年４月１日まで 

社会保険事務所に夫の厚生年金保険の加入状況を照会したところ、申立

期間の加入記録が無いとの回答をもらった。夫は、昭和 33 年 12 月から 39

年１月まで継続してＡ社及びＢ社で勤務していたので、申立期間について

も厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社及びＢ社の元従業員の陳述から判断して、申立人は、申立期間当時、Ａ

社からＢ社に転籍し、継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社及びＢ社の元従業員は、「申立期間当時、両事業所は関連会社で

あった。」と陳述しており、社会保険事務所の記録から、Ａ社の申立期間当時

の事業主とＢ社の新規適用時の事業主とは同一人であることが確認できる。 

さらに、社会保険事務所の記録では、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは昭和 37 年４月１日であることが確認できるところ、申立人の妻は、

「申立期間当時、申立人の給与はＡ社の給与袋で支給されていた。」と陳述し

ていることから、Ａ社では、申立人が関連会社であるＢ社に転籍することとな

ったため、同年 10 月 31日付けでＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪

失手続を行ったものの、同社が引き続き申立人の給与支給事務を行っていたと



                      

  

推認することができる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は申立期間に係る厚生年金保険料をＡ社において事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 36

年９月の社会保険事務所の記録から、３万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社は既に閉鎖し、申立期間当時の事業主も死亡しており、このほかに

確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4555 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和

46 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 9,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年６月１日から同年７月１日まで 

私は、申立期間においてＡ社の関連会社であるＢ社で継続して勤務してい   

たにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことに納得が

いかないので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の関連会社であるＢ社は、以下のとおり述べている。 

「申立人は、昭和 45年４月 15日に入社してから、46年８月 13日に退職す

るまで、継続してＢ社に勤務していた。しかし、当社が厚生年金保険の適用事

業所となったのは同年７月１日であり、それ以前は当社の従業員の厚生年金保

険の加入手続は関連会社のＡ社において行っていた。申立人については、当社

の新規適用日である同年７月１日付けで資格の喪失及び資格の取得の手続を

行う予定であったが、両社間の事務連絡の過誤により、誤って資格喪失日を同

年６月１日として届け出たため、１か月の空白期間が生じたものである。当該

期間の厚生年金保険料については、従前どおり給与から控除していたものと考

えられる。」 

また、申立人の雇用保険の記録では、事業所名は特定できないものの、昭和

45年４月 15日から 46年８月 15日まで継続して勤務していることが確認でき

る。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申



                      

  

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料をＡ社において事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和  

46年５月の社会保険事務所の記録から３万 9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、   

事業所は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとしている

ことから、事業主が昭和 46 年６月１日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4556 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、

平成９年 11 月から 11 年３月までの期間の標準報酬月額を 26 万円に訂正する

必要がある。 

   なお、事業主は、平成９年 11月から 11年３月までの期間に係る上記訂正後

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 11月１日から 12年１月 26日まで 

    私は、Ａ社に昭和 54年１月から平成 12年１月まで勤務した。会社は既に

倒産し、手元にも給料支払明細書等の資料は無いが、記憶では９年から 12

年１月の退職までは月額 35 万円前後の給料であり、厚生年金保険料もそれ

に見合った金額が控除されていたはずである。しかし、社会保険庁の記録で

は、９年 11 月から 12 年１月の資格喪失時まで標準報酬月額が９万 8,000

円となっており納得できないので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額が当時の実際の給与額とは異なっている

と申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であること

から、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

社会保険庁の記録では、申立人のＡ社における標準報酬月額は、平成９年

10 月１日付け定時決定(報酬月額算定基礎届)の記録 28 万円が、10 年３月 31

日処理による随時改定(報酬月額変更届)により９年 11 月１日に 遡
さかのぼ

って９万

8,000円と訂正され、これ以降も資格喪失時までの期間は同額となっているこ

とが確認できる。 



                      

  

また、申立期間当時の３名の同僚も全員が、申立人と同時期に同額（９万

8,000 円）に遡及
そきゅう

訂正されているほか、事業主自身の標準報酬月額(健康保険

料)も同様に訂正されていることから、事業主は何らかの事情により社会保険

庁の記録どおりの届出を行ったことが推定される。 

一方、上記同僚から提出されたＡ社における給料支払明細書によると、申

立期間のうち、平成９年 11月から 11年３月までの厚生年金保険料控除額は、

それ以前の厚生年金保険料と同額を給与から控除されていたことが認められ

る。 

さらに、当該同僚から、申立人とは同じ職種ではなかったとしているもの

の、「申立期間当時の従業員数は事業主以外に４名しかおらず、申立人の給

与とほぼ同額であった。」旨陳述が得られた上、社会保険庁のオンライン記

録では申立人と当該同僚の申立期間の直前の標準報酬月額はおおむね同額で

あることが確認できる。 

これらを含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成９

年 11 月から 11 年３月までの期間においては、上記同僚の給料支払明細書か

ら確認できる厚生年金保険料控除額に相当する保険料が給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立人の標準報酬月額については、上記同僚の給料支払明細書にお

いて確認できる保険料控除額から判断すると、申立期間のうち、平成９年 11

月から 11 年３月までの期間については、いずれも 26 万円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る平成９年 11 月から 11 年３月までの期間の保

険料を納付する義務を履行したか否かについては、上記給料支払明細書にお

いて確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険

庁に記録されている標準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、

事業主は、給料支払明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に相当す

る報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額

に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 11年４月から同年 12月までの期間について、

上記同僚提出の給料支払明細書によると、同年４月以降、当該同僚の資格喪

失日までの期間の厚生年金保険料額については、社会保険庁の記録どおりの

標準報酬月額９万 8,000 円に相当する額しか控除されていないことが確認で

きるほか、ほかの同僚からも、申立期間の途中に給与から控除されていた厚

生年金保険料が減額された記憶がある旨のこれと符合する陳述が得られた。 

   また、Ａ社は平成 16年１月 21日に厚生年金保険の適用事業所では無くなっ

ている上、同社の元事業主に対して、申立人の申立期間のうち、11 年４月か



                      

  

ら同年 12 月までの期間に係る厚生年金保険料の控除について照会したものの、

回答を得ることはできなかった。 

このほか、申立人が申立期間のうち、平成 11 年４月から同年 12月までの期

間において、その主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を控除され

ていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、当該期間について申立人が主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4557 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和 27 年８月

４日、資格喪失日は 29 年１月１日であると認められることから、申立人に係

る被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、8,000円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

    

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 27年８月４日から 29年１月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務していた期間の厚生年金保険の加入記録が無く、健康保険のみが加入

されているとの回答を受けた。 

申立期間は、給与から厚生年金保険料も控除されていたので被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の資格取得

日は昭和27年８月４日、資格喪失日は29年１月１日と記録されているものの、

申立人を含む３名については、同被保険者名簿に係る厚生年金保険の記号番号

欄がいずれも空欄のままとなっていることが確認できる。 

しかしながら、上記被保険者名簿の被保険者得喪増減表をみると、Ａ社が適

用事業所となった昭和 27 年８月４日付けで資格を取得している者は申立人を

含め 14 人で、「厚生年金保険の被保険者現在数」欄に 14 名と記録されている

ことから、申立人は当該資格取得日から厚生年金保険被保険者として取り扱わ

れていたものと考えられるほか、同被保険者名簿において、申立人と同様に厚

生年金保険記号番号が空欄となっている同僚は、その後、Ａ社における厚生年

金保険の被保険者記録が確認され、既に基礎年金番号に統合されていることが

社会保険庁の記録で確認できる。 

また、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人名義の未統合の厚生年

金保険の被保険者記録（資格取得日昭和 27年８月４日、資格喪失日 29年１月



                      

  

１日、基礎年金番号＊。）が確認でき、当該未統合の記録は、事業所名、氏名、

生年月日及び被保険者期間のいずれもが申立人の主張及び上記のＡ社に係る

厚生年金保険被保険者名簿の記録と一致することから、申立人の厚生年金保険

被保険者記録であると認められる。 

なお、申立期間における標準報酬月額については、Ａ社に係る厚生年金保険

被保険者名簿における申立人の記録から、8,000 円とすることが妥当である。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4558 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立期間の標準報酬月額に係る記録を８万 6,000 円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かついては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名  ： 女     

基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 20年生 

    住 所  ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 53年 10月１日から 54 年８月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を確認したところ、Ａ社に勤務

していた期間のうち、昭和 53 年６月から同年９月までの期間の標準報酬月

額は８万 6,000円だったが、同年 10月から 54年７月までの期間の標準報酬

月額が６万 8,000円と極端に減っている。 

会社の業績は良くベースアップも毎年あり、これまで給与が下がったこと

は一度もないので、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所のＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人の

申立期間の標準報酬月額が昭和 53 年 10 月１日の定時決定により８万 6,000

円から６万 8,000円に４等級減額されていることが確認でき、この時期に申立

人と同様の減額処理がなされた者はいない。 

また、申立期間後の標準報酬月額は、昭和 54 年８月１日の随時改定により

６万 8,000 円から 11 万円に増額処理がなされており、これは申立期間に比し

て８等級の増額に当たり、この時期に申立人と同様の増額処理がなされた者は

いない。 

さらに、Ａ社の元経理部長は、「申立人の厚生年金保険の届出については覚

えていないが、申立期間における報酬月額は一切減額しておらず、従前の等級

に基づく保険料を控除していた。」旨陳述している。 



                      

  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料などを総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、その主張する標準報酬月額（８万 6,000円）に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

なお、事業主が当該標準報酬月額に基づく保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、当該事業所が昭和 60年 11月１日に厚生年金保険の適用事

業所に該当しなくなっているため不明であり、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4559 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 61 年２月 16 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 30 万円とすること

が必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 
 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：     

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年２月 16日から同年３月 31日まで 

    私は、Ａ社からその在外子会社であるＢ社に出向していたが、昭和 61 年

２月 16 日付けで帰任した。しかし、厚生年金保険の加入記録では、帰国後

の資格取得日が同年３月 31 日となっており、申立期間の加入記録が空白と

されている。この間、継続して勤務しているので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社提出の従業員名簿、Ａ社企業年金基金提出の加入

履歴データ及びＡ社健康保険組合発行の健康保険加入証明書から判断すると、

申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和61年２月16日にＢ社からＡ社に異動。）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 61

年３月の社会保険事務所の記録から、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、納付していないとしていることから、事業主が社会保険事務所の記録ど

おりの資格の取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る昭和 61年２月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4560  

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 37年８月３日に厚生年金保険被保険者の資格を

取得し、38年６月４日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行っ

たことが認められることから、申立期間について厚生年金保険被保険者資

格の取得及び喪失に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、１万 4,000 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35年６月 20日から 38年４月１日まで 

     私は、昭和 35年６月にＡ社を退職し、その翌日にＢ社に入社した。同

社の社長は、会社の名前をよく変えていた。私も時期はよく覚えていな

いが、Ｂ社の３店舗にそれぞれ勤務し、その後、Ｃ社に勤務した後、Ｄ

社に勤務した。給与明細などは処分して残っていないが、給与から厚生

年金保険料を控除されていたと思うので、調査の上、記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社提出の在職証明書の内容から、申立人は、申立期間のうち、昭和 37

年８月３日から 38年６月４日までの期間については、同社に勤務していた

ことが確認できる。 

また、社会保険庁のオンライン記録では、申立人の申立期間の厚生年金

保険加入記録は無いが、社会保険事務所に保管されている厚生年金保険被

保険者名簿によると、申立人と同姓同名かつ同一生年月日で基礎年金番号

に未統合の被保険者記録において、昭和 37年８月３日にＤ社で被保険者資

格を取得し、38年６月４日に資格を喪失していることが確認できる。 

これらの記録から、申立人のＤ社における資格取得日は、昭和 37年８月



                      

  

３日、資格喪失日は 38年６月４日であると認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、社会保険事務所の申立人に

係る厚生年金保険被保険者名簿の記録から、１万 4,000 円とすることが妥

当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 35年６月 20日から 37年８月３日までの期

間について、Ｂ社は、社会保険事務所の記録において厚生年金保険の適用

事業所とはされておらず、申立人が記憶している同社の所在地を管轄する

法務局において登記簿謄本を確認したが、保存期間経過のため確認するこ

とはできなかった。 

また、申立人が記憶する申立期間当時のＢ社の事業主及び同僚３人は、

連絡先不明のためこれらの者から申立人の勤務状況及び保険料控除につい

て確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間のうち、昭和 35 年６月 20日から 37年８月

３日までの期間において、事業主により給与から厚生年金保険料を控除さ

れていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保

険者として申立期間のうち、昭和 35年６月 20日から 37年８月３日までの

期間に係る保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4561  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名  ：  女 

基礎年金番号  ：   

生 年 月 日  ：  昭和 13年生 

住        所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 33年５月１日から 34年 12 月 21日まで 

② 昭和 35年４月１日から 36年４月 30日まで 

年金の請求手続の時に社会保険事務所で、Ａ社及びＢ社に勤務していた期

間について、脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

引っ越しなどで記録も残っていないが、脱退手当金は請求も受給もしてい

ない。調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前のＣ社についてはそ

の計算の基礎とされておらず、未請求となっている。しかしながら、３回の被

保険者期間のうち、最初の被保険者期間を失念するとは考え難い。 

また、申立人は、Ｂ社を退職後も仕事は続けるつもりだったと陳述している

ところ、申立人は、脱退手当金が支払われたとされる昭和 36 年 11 月 10 日の

約２か月後にはＤ社に勤務して厚生年金保険の被保険者となっていることを

踏まえると、当時、脱退手当金を請求する意思を有していたとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4562 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年 11 月１日から同年 12 月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日に係る記録を

39年 12月１日に訂正し、同年 11月の標準報酬月額を３万 6,000円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年 11月１日から 40 年１月１日まで 

    私は、Ａ事業所に継続して勤務していたが、社会保険庁の記録では、同

事業所がＢ法人から株式会社に組織変更した際に厚生年金保険の加入期

間に空白が生じている。 

    Ａ事業所に昭和 39 年 12 月 31 日まで勤務しており、給与も支払われて

いたので申立期間を厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の経理担当者の陳述から、申立人が、申立期間においてＡ事

業所に勤務していたことが推認できる。 

また、社会保険事務所が保管するＡ事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿を見ると、同事業所が昭和 39 年 11 月 29 日に適用事業所で無く

なった届出及び申立人が同年 11 月１日に被保険者資格を喪失した届出を管

轄社会保険事務所が同年 12月３日に受付処理していることが確認できる。 

申立期間のうち、昭和 39 年 11 月１日から同年 12 月１日までの期間につ

いては、ⅰ）申立人に係る被保険者資格の喪失に係る届出が管轄社会保険事

務所に提出される前の期間であること、ⅱ）上記経理担当者が「給与は毎月

25 日が支給日であり、当月控除による保険料控除がされていた。」と陳述し

ていること、及びⅲ）申立人及び同僚は同年 12 月末まで５人以上が勤務し



                      

  

ていたとしており申立期間当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要

件を満たしていたと考えられることから、申立人は同年 11 月の厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、昭和 39 年 11月の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所にお

ける同年 10 月の社会保険事務所の記録から３万 6,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主が昭和 39 年 11 月 29 日に適用事業所で無くなった届出を行っており、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 39 年 12 月１日から 40 年１月１日までの期

間については、Ａ事業所の当時の役員は、「昭和 39 年 12 月以降は、私も無

給で同事業所の残務整理の仕事をしており給与は支給されていない。」と陳

述している。 

このほか、申立人の当該期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び

周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたとは認められない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4563 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 39 年６月 11 日に、Ｂ社における資格取得日に係る記録を同日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を３万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年６月 24日から同年８月１日まで 

    私は、昭和 35 年３月 11 日から平成 15 年７月１日まで継続してＢ社に勤

務した。社命により昭和 37 年 12 月 25 日から同社の子会社であるＡ社に出

向し 39年６月 24日に再びＢ社Ｃ支店勤務になった。しかし、申立期間が厚

生年金保険の未加入期間とされており納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ社の社員名簿及び雇用保険の被保険者記録から判断すると、申立人が申

立期間もＢ社及びＡ社（申立期間当時はＢ社の子会社。）に継続して勤務し

（昭和 39 年６月 11 日にＡ社からＢ社に異動。）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ｂ社の昭和 39年８月の社会保

険事務所の記録から、３万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務に

ついては、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を納付したかは不明と

回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立期間に係る申立てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る

届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる

関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4564 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和

39 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年４月１日から同年７月１日まで 

    私は、昭和 24 年２月にＡ社に入社以来、途中に転勤及び出向はあったが、

62年７月に退職するまで同社に継続して勤務していた。 

しかし、社会保険庁の記録では、昭和 39 年４月１日から同年７月１日まで

が厚生年金保険の未加入期間とされているので、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険加入記録及びＡ社提出の同社社内報（昭和 39 年７月 15 日付け。）か

ら判断すると、申立人が、申立期間を含めて同社及び同社の関連会社に継続して

勤務し（昭和 39 年４月１日にＢ社からＡ社に異動。）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給料から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 39 年

７月の社会保険事務所の記録から、３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主

は不明としているが、厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知

書における資格取得日は、社会保険庁の記録どおりの昭和 39 年７月１日となっ

ていることから、事業主が同日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る同年４月から同年６月までの保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4565 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）Ｃ支店におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 40 年 11 月 19 日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を６万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 11月 19日から 41 年１月 12日まで 

   私は、Ａ社に昭和 26年４月２日に入社し、56年４月６日に退職するまで

同社に継続して勤務していた。 

しかし、社会保険庁の記録では、昭和 40 年 11 月 19 日から 41 年１月 12

日までが厚生年金保険の未加入期間とされている。 

昭和 40 年 11月 19 日付けでＡ社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動しているこ

とが、職員台帳から分かるので、申立期間を厚生年金保険被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険加入記録及びＢ社提出の社員台帳から判断すると、申立人が申立期

間を含めてＡ社に継続して勤務し（昭和 40年 11 月 19 日に同社Ｄ支店から同

社Ｃ支店に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 41年１月の社会保険事務所の記録から、６万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としており、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4566 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申

立期間に係る資格喪失日（昭和 32 年４月 30 日）及び資格取得日（昭和 34 年

７月 16 日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 5,000 円とすることが必

要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年４月 30日から 34 年７月 16日まで 

私は、昭和 32年３月から 34年８月末まで、Ａ社のＢ部において、Ｃ業務

担当者として継続して勤務していた。 

社会保険庁の記録では、入社月及び退職月の２か月しか厚生年金保険被保

険者期間がなく、昭和 32年４月 30日から 34 年７月 16日までが厚生年金保

険の未加入期間とされているが、入社してから退職するまでの給与の手取額

に変動は無く、厚生年金保険料が給与から控除されていたはずなので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社において昭和 32 年３月１日に

厚生年金保険の被保険者の資格を取得し、同年４月 30 日に資格を喪失後、34

年７月 16 日に同社において資格を再取得しており、申立期間の被保険者記録

が無い。 

しかし、Ａ社提出の在籍証明書から、申立人が申立期間において同社に継続

して勤務したことが認められる。 

また、Ａ社のＢ部における申立人の直属の上司は、「私は、昭和 25年に同社

に入社し、34 年６月に退職するまでＢ部に勤務していた。私の在籍中におい

て、申立人の業務内容及び勤務形態に変更は無かった。」と陳述している上、



                      

  

当該上司及びＢ部の別の同僚２人の同社での厚生年金保険被保険者期間は、空

白期間が無く連続していることが、管轄社会保険事務所が保管する同社に係る

厚生年金保険被保険者名簿から確認できる。 

さらに、Ａ社の当時の社会保険事務担当者は、「当時、社会保険事務所から

送付された納付書に記載されている社会保険料額と同社で記帳していた賃金

台帳の保険料控除額とが一致しないことがたびたびあったことを覚えている。

このことから、申立人の申立期間の厚生年金保険料を控除していながら届出

はしていなかったためではないかと思う。」旨陳述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 32

年３月の社会保険事務所の記録及び申立人と同年代の同僚の同社における社

会保険事務所の記録から、5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及び取得届が提出されていない

にもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難いことから、

事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行って

おり、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 32 年４月から 34 年

６月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4567 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）本店における資格

喪失日に係る記録を昭和 48 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

９万 8,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

   基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 22年生 

    住    所  ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 48年８月 31日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 41 年３月 22 日にＡ社に入社し、平成 13 年 12 月 31 日に退職

するまで同社に在籍していた。途中、昭和 48 年９月１日から 50 年９月 29

日までＣ社に出向していた期間も、給与から保険料を控除されていた。しか

し、社会保険庁の記録では、申立期間の厚生年金保険加入記録が無い。当該

期間について厚生年金保険の被保険者期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の職歴証明書及び雇用保険加入記録から判断すると、申立人が申立期間

も同社Ｄ事業所に継続して勤務し(昭和 48 年９月１日に同社Ｄ事業所からＣ

社に出向。)、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｄ事業所における

昭和 48 年７月の社会保険事務所の記録から、９万 8,000 円とすることが妥当

である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が資格喪失日を昭和 48 年９月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事

務所がこれを同年８月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業

主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る

同年８月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4568 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 48年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 13万 4,000円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年６月 26日から同年８月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、申立

期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申立期間については、期間を空

けずに、Ａ社からＢ社へ移って勤務していたので、厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録、Ａ社の元取締役及び同僚の証言から判断すると、申立人が

申立期間も同社に継続して勤務し（昭和 48 年８月１日に同社からＢ社に異

動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 48

年５月の社会保険事務所の記録から、13万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立期間の申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4569 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における資格取得日に係

る記録を昭和 32年８月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 7,000円と

することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年８月 20日から 33 年１月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、申立

期間の加入記録が無い旨の回答をもらったが、昭和 32 年８月にそれまで勤

務していたＣ社からＡ社Ｂ事業所で勤務することを命じられ、34 年３月ま

で勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｂ事業所の労働者名簿及び同僚の証言から判断すると、申立人は、申立

期間において同社Ｂ事業所に継続して勤務し（昭和 32年８月 20日にＣ社から

Ａ社Ｂ事業所に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業所における

昭和 33 年１月の社会保険事務所の記録から、7,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立期間の申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



大阪国民年金 事案 3437 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 38年２月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 18年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 38年２月から 39年３月まで 

当時住んでいたＡ県Ｂ市役所の職員から国民年金の加入を勧められたの

で、私の母が加入手続を行い、保険料も納付してくれた。 

平成 11 年に電話で国民年金保険料納付記録について確認したところ、未

納期間は無いと回答されたが、申立期間が未納とされており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金保険料については、申立人の母が国民年

金加入手続を行い、保険料を納付してくれていたと申し立てているが、国民年

金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の手帳記号番号は昭和 40 年２月 16

日に当時のＣ市Ｄ区において婚姻後の姓により払い出されていることが確認

でき、申立内容と符合しない。 

また、申立人に、別の国民年金手帳記号番号が払い出されている可能性につ

いて、氏名の別読検索及び国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行った

が、その存在をうかがわせる事情等は見当たらない。 

さらに、申立人は、保険料の納付に直接関与しておらず、申立期間の保険料

納付を担っていたとする申立人の母は故人となっているため、申立期間の保険

料を納付した事情を酌み取ろうとしても、新たな周辺事情等は見いだすことが

できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3438 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年 10 月から 62 年３月までの期間、同年６月から平成４年

３月までの期間、同年４月から７年２月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59年 10月から 62 年３月まで 

             ② 昭和 62年６月から平成４年３月まで 

             ③ 平成４年４月から７年２月まで 

昭和 56 年４月に夫の仕事で大きな損失を被り、夫婦二人分の国民年金保

険料が納付できない時期があったが、平成元年８月に大きな取引が成立し、

そのころ、Ａ社会保険事務所でこれまで未納となっていた夫婦二人分の保険

料のうち納付可能な期間の保険料を、夫がすべてまとめて納付した（申立期

間①及び②）。 

その後、夫が年に１回又は２回は同社会保険事務所へ出向き、その時点ま

での未納となっている保険料を一括納付した（申立期間②及び③）。 

また、平成４年４月から７年２月までの期間の保険料についても、それま

で同様に保険料を納付しており、私と夫は免除申請をした記憶は無い（申立

期間③）。 

申立期間①、②及び③について、保険料の納付記録が無く、申立期間①及

び②が未納と、申立期間③が申請免除と記録されていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の夫の仕事上の取引で昭和 56 年ごろに損失があり、申立

人夫婦の保険料が納付できない期間があったが、平成元年８月ごろに多額の収

入があり、そのころ、Ａ社会保険事務所において、申立人の夫が、夫婦二人分

の未納期間の保険料のうち、納付可能な期間の保険料をまとめてさかのぼって

納付し（申立期間①及び②）、その後も年に１回又は２回程度、同社会保険事

務所において、その時点で未納であった保険料を納付し（申立期間②及び③）



たが、免除申請をした記憶は無い（申立期間③）と申し立てている。 

   しかし、申立人夫婦の保険料を納付したとする申立人の夫も、申立期間①、

②及び③は申立人と同様に未納又は申請免除であり、申立人の夫は、当時の保

険料の納付方法などについての記憶は定かでないとしている。 

   また、仮に申立人の夫の陳述どおり、平成元年８月ごろに過去の保険料を納

付したとしても、その時点において、申立期間①及び②のうちの一部の期間の

保険料は、制度上、時効により保険料を納付することはできない。 

   さらに、申立期間②及び③について、申立人の夫は、平成元年８月以降、年

に１回又は２回程度、同社会保険事務所において、そのときまで未納であった

保険料を納付したと陳述しているが、仮に、社会保険事務所で未納期間の保険

料を納付した場合、その未納期間には納付日までの現年度保険料の未納分も含

まれ、年に２回納付したとすると、２回目の納付は、１回目の納付以降の未納

分の現年度保険料が必ず含まれるが、社会保険事務所では、当時、前納保険料

以外の現年度保険料の収納は行っていなかったとしており、申立人の陳述と符

合しない。 

   なお、申立人及びその夫の納付記録をみると、申立人夫婦は、平成８年６月

から９年３月までの期間の保険料を 10年７月に、９年５月から同年 10月まで

の期間の保険料を 11 年６月に、９年 11 月から 10 年６月までの保険料を 11

年 11月から 12年７月までの各月に、それぞれ過年度納付が可能な最終月の同

一日に納付していることが確認でき、申立人の夫が陳述する、納付可能な期間

の保険料をまとめてさかのぼって納付したとする期間は、この期間の保険料納

付であった可能性は否定できない。 

   加えて、申立期間③当時の免除申請の手続は、被保険者から市役所に提出さ

れた免除申請書が市役所から社会保険事務所へ送付され、社会保険事務所にお

いて審査を行い、承認及び却下の審査結果は社会保険事務所から市役所を経由

して被保険者に通知される取扱いであった。 

   審査の結果、免除申請が承認された場合、社会保険事務所において被保険者

記録に記載されるとともに、市役所においても社会保険事務所からの通知に基

づき被保険者名簿に記載されることになるが、上述のとおり、申立人及び夫の

社会保険庁の記録及びＢ市の記録ともに、いずれも、申立期間③については申

請免除と記録されていることが確認できる。この２年 11 か月について、社会

保険庁及び市役所でそれぞれ同時に納付記録が欠落し、誤って申請免除と記録

されたとは考え難い。 

   このほか、申立人の夫が、申立人の申立期間①、②及び③の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立期間①、②及び③の保険料が納

付されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の保険料を納

付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金  事案 3439 (事案 2030の再申立) 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年２月から６年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年２月から６年３月まで 

    私は、国民年金保険料を妻の保険料とともに、納付していた。しかし、妻

の保険料が納付済みとなっている期間のうち、私の保険料が未納とされて

いる期間があるのは納得できない。 

    さらに、前回の申立について、第三者委員会では記録の訂正が認められな

かったのでＡ市役所に相談に行ったところ、私たち夫婦の記録について、

第三者委員会の調査員は市役所へ調査に来ていないということを聞いた。

そこで、私たち夫婦で市役所国民年金係に調査を依頼し回答書を受取った。

その回答書には転記誤りも考えられると書かれているので、再度調査の上、

私の国民年金保険料の納付を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る国民年金保険料については、申立人の納付状況及び申請免除

などの申立当時の状況、38 か月に及ぶ長期間続けてＡ市が事務的過誤を繰り

返したとは考え難いとの理由、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見

当たらなかったとして、申立人には既に当委員会の審議の結果に基づき、年金

記録の訂正は必要ないとする通知が平成 21 年３月６日付けで行われている。 

   申立人は、保険料納付を示す新たな資料として、Ａ市からの回答書を提出し

たが、この回答書の記載内容は一般例が述べられているにすぎず、この資料を

もって申立人の保険料が納付されたものと考えることはできない。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情等は見当たらない

ことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



大阪国民年金  事案 3440(事案 1986の再申立) 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年４月から８年５月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年４月から８年５月まで 

    私の国民年金保険料は、夫が夫の保険料とともに納付してくれていた。し

かし、夫の保険料が納付済みとなっている期間のうち、私の保険料が未納

とされている期間があるのは納得できない。 

さらに、前回の申立について、第三者委員会では記録の訂正が認められな

かったのでＡ市役所に相談に行ったところ、私たち夫婦の記録について、第

三者委員会の調査員は市役所へ調査に来ていないということを聞いた。そこ

で、私たち夫婦で市役所国民年金係へ調査を依頼し回答書を受取った。その

回答書には転記誤りも考えられると書かれているので、再度調査の上、私の

国民年金保険料の納付を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る国民年金保険料については、申請免除の記録及び申立人の夫

の過年度保険料の納付状況から、申立人が夫と同時に申立期間の保険料を納付

したとは考え難い上、保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった

として、申立人には既に当委員会の審議の結果に基づき、年金記録の訂正は必

要ないとする通知が平成 21年３月６日付けで行われている。 

   申立人は、保険料納付を示す新たな資料として、Ａ市からの回答書を提出し

たが、この回答書の記載内容は一般例が述べられているにすぎず、この資料を

もって申立人の保険料が納付されたものと考えることはできない。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情等は見当たらない

ことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



大阪国民年金 事案 3441 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、還

付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年４月から同年９月まで 

昭和 61 年、Ａ市役所から国民年金手続を行うよう通知書が届いた。その

通知書を持参して同市役所で手続を行ったが、その後、何の連絡もなかった。

平成 20年、社会保険事務所において年金相談をしたところ、昭和 62年１月

にＢ市の住所地に国民年金保険料還付金の送金通知書が送付された記録と

なっていることが分かった。しかし、私は同年１月時点においてＡ市Ｃ地区

に住んでおり、Ｅ業務従事者として、同年５月にＡ市Ｄ地区に、同年９月に

Ｂ市に移転したので、上記送金通知書を受け取ることはできない。 

申立期間の国民年金保険料が還付済みとされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険庁の記録によると申立期間の国民年金保険料の還付金送

金通知書が昭和 62 年１月に送付されたことになっているが、同通知書を受け

取っていないと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金保険料の納付及び還付に関する状況をみると、社

会保険庁のオンライン記録及び還付整理簿から、申立期間の保険料は納付済み

とされていたが、昭和 62 年１月に第３号被保険者該当届が提出され、これに

基づき同年１月 21日に還付決議がなされ、同年１月 30日に送金通知書が作成

されていることが確認でき、その内容に不自然な点は見られない。 

また、送金通知書の送付先は、申立人から提出された還付請求書に記載され

た送金先金融機関及び送付先住所を基に作成されるものであり、還付整理簿の

記録から、申立期間当時、社会保険庁では申立人の住所をＡ市Ｃ地区として把

握していたことが確認でき、オンライン記録から、Ｅ郵便局を送金先とした送



金通知書が作成されていることが確認できる。 

なお、社会保険庁のオンライン記録における還付請求者記録欄には請求者住

所としてＢ市の住所が記載されているが、この住所地は、国民年金に関する変

更手続があった場合、その内容に連動して修正されるものである。 

申立人の場合、昭和 62 年５月の厚生年金保険加入に伴い第３号被保険者資

格を喪失しているが、この資格喪失届を社会保険事務所において入力処理した

のが平成元年１月 24 日であり、手続を行った時点での住所地であるＢ市が還

付請求者記録欄に反映されたものと考えられ、送金通知書がＢ市へ送付された

とは言えない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を還付されていないものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3442 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47年１月から同年３月までの期間、60年４月から同年９月ま

での期間及び 61 年７月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 60年４月から同年９月まで 

             ③ 昭和 61年７月から同年 12月まで 

     私は自営業だったので、老後の生活の安定のために国民年金に加入し保

険料を納付した。私自身は、お金に無頓着
むとんちゃく

な性格だったので、几帳面
きちょうめん

な妻

が保険料を確実に納めていたはずである。国民年金の加入手続及び保険料

を納付した妻は既に死亡しているが、申立期間は家計簿が残っており、間

違いなく保険料を納付していたはずなので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自営業だったので、老後の生活の安定のために国民年金に加入

し保険料を納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の納付状況をみると、申立人は昭和 54 年３月及び 55 年５

月に、特例納付により 36年４月から 39年 11 月までの国民年金保険料を納付

しているが、その月数は 44か月である。申立人はＡ市で払い出された国民年

金手帳記号番号により、46年４月から保険料を納付しているが、60歳に到達

する平成４年＊月までの月数は 259 か月であり、特例納付を加えて 303 か月

となり、申立期間①を除いてちょうど年金受給資格期間の 300 か月となるこ

とが確認できることから、昭和 54年３月時点では申立期間①が未納の記録で

あったと考えられる。 

また、申立人の保険料を一緒に納付していたとする申立人の妻も、申立期

間①の保険料は未納の記録となっている。 

申立期間②及び③について、申立人が提出した家計簿を見ると、申立期間

②及び③の保険料は 1万 3,000円と記載されていることが確認できる。仮に、



夫婦二人分の保険料を一緒に納付した場合の保険料は、申立期間②では１万

3,480円、申立期間③では１万 4,200円であるが、家計簿に記載されている保

険料は、夫婦二人分の保険料より低額である上、家計簿の税金欄には、国民

年金、国民健康保険及び府民税がまとめて記載されており、その内訳は不明

である。 

また、申立人は昭和 59年６月から 60年３月までの期間、同年 10月から 61

年１月までの期間、同年３月から同年６月までの期間及び 62年１月から同年

３月までの期間の保険料は過年度納付しているが、この間の家計簿にも申立

期間と同一金額が記載されており、不自然である。 

さらに、申立人の保険料を納付していたとする申立人の妻は既に亡くなっ

ており、申立人自身からもこの間の事情を聞くことができず、申立期間①、

②及び③の保険料を納付したことをうかがわせる事情を酌み取ることはでき

なかった。 

加えて、別の手帳記号番号による納付の可能性について、類似した氏名を

含む氏名検索を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所の払出

簿の内容を確認したが、その存在をうかがわせる形跡はなかった。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3443 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37 年４月から 40 年９月までの期間、41 年１月及び 45 年 10

月から 50 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月から 40年９月まで 

           ② 昭和 41年１月 

           ③ 昭和 45年 10月から 50年３月まで 

    20 歳になってすぐに、住み込みで働いていたＡ市（現在は、Ｂ市。）の

Ｈ業店を訪れた女性の集金人を通して国民年金に加入した。昭和 41 年にＣ

市のＨ業店に勤めるまでは、保険料を継続して集金人に納付していた。納付

の際は、健康保険証のような三つ折りの台紙に、領収印を押してもらったり、

国民年金印紙の半分ぐらいの大きさの横長のシールのようなものを貼
は

って

おくようにと集金人から受け取ったりしていた。 

Ｃ市に転居して以降は引っ越しを重ねていたこともあり、保険料を納付し

ていないが、昭和 45 年３月にＢ市内に自分の店を持つことができ、経済的

にも楽になったので、同年 10 月、自分で市役所に行き、夫と夫婦二人分の

国民年金の加入手続をした。それからは継続的に夫婦二人分の保険料を銀行

で納付している。申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になってすぐに国民年金に加入して以降、Ｃ市に転居する

まで保険料を継続して納付しており、その後、保険料納付が中断していたが、

昭和 45年 10月にＢ市役所で、再度、国民年金の加入手続を行い、以後、継続

して納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入状況をみると、申立人は、昭和 40 年 10

月 30 日に最初の国民年金手帳記号番号の払出しを受けていることが、手帳記

号番号払出簿より確認でき、この手帳記号番号の払出時点において、申立期間

①のうち、38 年６月までの保険料は、時効の成立のため制度上納付できない

上、同年７月から 40 年３月までの保険料は過年度納付が可能であるが、申立



人は集金人に納付したとして現年度納付を申し立てており、符合しない。 

また、昭和 40 年４月から同年９月までの保険料は現年度納付が可能である

が、申立人は、納付の際に、国民年金印紙ではなく、その半分程度の大きさの

シールのようなものを集金人から貼
は

っておくように渡されたと陳述している

が、Ｂ市では、Ａ市のころも含めて、国民年金印紙以外の証紙類を保険料納付

の際に用いることはないと説明している上、集金人が手帳に貼付
ちょうふ

せず、消印も

しないままの印紙を渡すとは考え難い。 

申立期間②については、その直前の昭和 40年 10 月から同年 12 月までの保

険料を 41年１月 29日にＡ市で納付していることが、申立人所持の国民年金手

帳の検認印より確認できるところ、申立人は同年１月末にはＣ市に転居してい

たと陳述しており、申立期間②の保険料をＡ市で納付することは困難であり、

申立期間②の保険料をＡ市で納付したとする陳述と符合しない。 

申立期間③については、昭和 50年 11月４日に、夫と連番で現在の手帳記号

番号の払出しを受けていることが手帳記号番号払出簿より確認でき、この手帳

記号番号の払出時点において、申立期間③のうち、47年 12月以前の保険料は、

時効の成立のため制度上納付できない上、48年１月から 50年３月までの保険

料は過年度納付が可能であるが、申立人は現年度納付を申し立てており、符合

しないとともに、一緒に夫婦二人分の保険料を納付したとする申立人の夫も申

立期間③は未納の記録となっている。 

また、申立期間③の保険料を、最初に払い出された手帳記号番号で納付した

可能性について調査したところ、この手帳記号番号にかかる特殊台帳は昭和

46 年６月にＤ社会保険事務所（現在は、Ｅ社会保険事務所。）からＦ市に移

管されており、現在もＧ社会保険事務所に保管されたままとなっていることか

ら、申立人はこの手帳記号番号にかかる住所変更手続を行っていないものと推

測される。したがって、この手帳記号番号で、申立期間③の保険料をＢ市で納

付していたとは考え難い上、Ｂ市で納付書による金融機関での納付が可能にな

ったのは 50 年４月以降であることが広報紙より確認でき、申立期間③の保険

料を、納付書を用いて銀行で払い込んでいたとの申立人の陳述と符合しない。 

さらに、別の手帳記号番号による納付の可能性について、旧姓を含め、氏名

検索を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所で手帳記号番号払

出簿を縦覧調査したが、その形跡は見当たらず、申立人に対して別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情

等も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3444 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年３月、６年３月、同年７月、同年８月、10 年６月、12 年

３月、同年 10月及び同年 11月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年３月 

② 平成６年３月 

③ 平成６年７月及び同年８月 

④ 平成 10年６月 

⑤ 平成 12年３月 

⑥ 平成 12年 10 月及び同年 11 月 

私たち夫婦は、昭和 50年８月に厚生年金保険から国民年金に加入し、同

月から夫が 60歳になるまで夫婦二人分の保険料を、夫が、同時に、定期的

に納めてきた。また、その後は、夫が私の保険料を毎月納めてきたので、申

立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50年８月から夫が 60歳に達するまでは、夫が、夫婦二人分

の保険料を同時、定期的に、また、その後は申立人の分だけを、定期的に納め

てきたと申し立てている。 

そこで、申立人夫婦の納付日が確認できる平成２年４月から６年 11 月まで

の各月の納付日をみると、５か月において夫婦二人分の納付日が異なることが

確認でき、夫婦二人分の保険料を同時に納めてきたとの申立人の陳述と符合し

ない。 

また、納付日が確認できる同期間において、過年度納付された月が 17 か月

認められる上、そのうちの８か月は時効間際に納付されていることが確認で

き、定期的に保険料を納付してきたとの陳述とも符合しない。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録をみると、申立期間①及び②は、夫婦

二人分を一緒に納付したとする夫も未納であることが確認できるほか、申立期



間③については、夫は、この期間及び直後２か月の保険料を同一日に現年度納

付しているのに対し、申立人は直後の２か月について、時効間際の平成８年

10月 30日に過年度納付していることが確認でき、当時は、夫婦二人分の保険

料を同時に納付できない何らかの事情が介在していたものと推定できる。な

お、この過年度納付時点では、申立期間③は、時効により既に保険料を納付で

きない期間となっている。 

加えて、申立期間当時は、既に納付書のＯＣＲ（光学式文字読取装置）化、

収納情報の電算化以降に当たっている上、申立期間④、⑤及び⑥については、

基礎年金番号制度の導入後である点を踏まえると、これほど頻繁に事務処理の

誤りが生じるとは考え難い。 

そのほか、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、

社会保険庁のオンライン記録により、旧姓を含めた別読みによる申立人の氏名

の確認を行ったが、別の同手帳番号の存在はうかがえず、また、申立期間の保

険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金  事案 3445 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年４月から 49年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 49年３月まで 

私は、昭和 46年ごろ、母に国民年金に加入してもらい、49年ごろまで保

険料を支払ってもらった後、年金手帳と書類を受け取った。それなのに申立

期間が未納とされており、納得できない。年金手帳及び書類はすべて無くし

ており、保険料納付は母にすべて任せていたので金額は分からないが、役場

の出張所が近かったので初期のころは弟の分と一緒に月々、近くの役場の出

張所で納付していたように思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 46 年ごろに母に国民年金加入手続を行ってもらい、その後

は、継続的に保険料を納めてもらっていたので、申立期間の未納とされている

ことに納得できないと申し立てている。 

そこで、申立期間のうち、昭和 46年 12月に弟がＡ市に転居するまでの間に

ついて、母親が申立人の分と併せて納付していたとする弟の納付記録をみる

と、当初は、申立人と同様に未納（後にＡ市で免除処理。）であったことが同

市の被保険者名簿から確認でき、母親が月々、出張所で納付していたとする陳

述とは符合しない。 

また、申立期間当時の同居親族に、国民年金保険料を現年度納付していた者

はおらず、申立人についてのみ母親が納付する必然性はうかがえない。 

さらに、申立期間は３年度、36 か月に及び、これほど長期間、行政側が継

続的に事務処理を誤るとは考え難い。 

加えて、申立人本人は、保険料納付に直接関与しておらず、納付をめぐる記

憶は定かではない。 



そのほか、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、

社会保険庁のオンライン記録により、別読みによる申立人の氏名の確認を行っ

たほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所において同払出簿の内容をす

べて確認したが、別の手帳記号番号の存在はうかがえず、また、申立期間の保

険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3446 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41 年８月から 50 年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年８月から 50年 12 月まで 

    私が会社を退職した直後の昭和 41 年８月ごろに集金人が来たので、妻が

国民健康保険とともに夫婦二人分の国民年金の加入手続も一緒に行ったと

思う。 

保険料については、最初のころは、妻が自宅に来る集金人に夫婦二人分の

保険料を納付し、小さな紙の領収証書を受け取っていたが、途中から銀行振

込に変更したのを覚えている。 

申立期間が未納とされているのでよく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 41 年８月ごろに、申立人の妻が夫婦二人分の国民年金の加

入手続を行ったと思うと申し立てている。 

そこで、申立人及びその妻に係る国民年金手帳記号番号の払出時期を調査す

ると、申立人は昭和 50 年 12 月 12日に、妻は翌年の 51 年９月 10 日に払い出

されていることが手帳記号番号払出簿により確認できることから、それぞれ異

なる時期に国民年金の加入手続が行われたものと推定され、申立人の記憶と符

合しない上、申立人の場合、加入手続時点において、申立期間のうち、50 年

３月以前の保険料は、時効により納付することができない期間を含む過年度保

険料であり、基本的に現年度保険料しか取り扱わない集金人に納付することが

できなかったものと考えられるところ、夫婦二人分の保険料を納付していたと

する申立人の妻は、その都度、集金人及び銀行振込で保険料を納付してきたが、

過去の保険料をまとめて納付したことは無いと陳述している。 

また、申立人の妻が申立期間の保険料を遅滞なく集金人に納付するために

は、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、申立期間に係る

手帳記号番号払出簿の内容をすべて視認し、要望のあった別の読み方による各



種の氏名検索を行ったが、申立人及びその妻に対し、別の手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

さらに、申立期間のうち、昭和 48 年３月以前のＡ市における国民年金保険

料の徴収方法は、国民年金手帳に印紙を貼付
ちょうふ

する印紙検認方式であったが、申

立人の妻は、年金手帳に印を押してもらう話を聞いたことはあるが、自らはそ

の記憶が無いと陳述しているほか、申立人の妻が申立期間の保険料を納付して

いたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書控等)は無く、申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3447 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年８月から 51年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年８月から 51年９月まで 

    夫が会社を退職した直後の昭和 41 年８月ごろに集金人が来たので、私が

国民健康保険と一緒に夫婦二人分の国民年金の加入手続を行ったと思う。 

保険料については、最初のころは、私が自宅に来る集金人に夫婦二人分の

保険料を納付し、小さな紙の領収証書を受け取っていたが、途中から銀行振

込に変更したのを覚えている。 

申立期間が未納とされているのでよく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 41 年８月ごろに、申立人が夫婦二人分の国民年金の加入手

続を行ったと思うと申し立てている。 

そこで、申立人及びその夫に係る国民年金手帳記号番号の払出時期を調査す

ると、申立人は昭和 51 年９月 10 日に、夫は前年の 50 年 12 月 12 日に払い出

されていることが手帳記号番号払出簿により確認できることから、それぞれ異

なる時期に国民年金の加入手続が行われたものと推定され、申立人の記憶と符

合しない上、申立人の場合、加入手続時点において、申立期間のうち、51 年

３月以前の保険料は、時効により納付することができない期間を含む過年度保

険料であり、基本的に現年度保険料しか取り扱わない集金人に納付することが

できなかったものと考えられるところ、夫婦二人分の保険料を納付していたと

する申立人は、その都度、集金人及び銀行振込で保険料を納付してきたが、過

去の保険料をまとめて納付したことは無いと陳述している。 

また、申立人が申立期間の保険料を遅滞なく集金人に納付するためには、別

の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、申立期間に係る手帳記

号番号払出簿の内容をすべて視認し、要望のあった別の読み方による各種の氏

名検索を行ったが、申立人及びその夫に対し、別の手帳記号番号が払い出され



ていたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

さらに、申立期間のうち、昭和 48 年３月以前のＡ市における国民年金保険

料の徴収方法は、国民年金手帳に印紙を貼付
ちょうふ

する印紙検認方式であったが、申

立人は、年金手帳に印を押してもらう話を聞いたことはあるが、自らはその記

憶が無いと陳述しているほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたこと

を示す関連資料(家計簿、確定申告書控等)は無く、申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3448 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年４月から 43年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月から 43年３月まで 

    私は、昭和 40 年４月から全日制の高等学校に入学するため、それまで勤

めていた会社を同年３月に退職した。 

    入学して数か月後に国民年金の通知が届いたので、その通知と印鑑を持っ

て区役所に出向き、男性職員２名に当時の状況を説明した上で、学生で無収

入となるため、保険料の全額免除の申請書を提出した。 

    申立期間が免除されていないのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金保険料が免除されるのは、制度上、強制加入被保険者に限られてい

る上、学生が強制加入被保険者とされたのは、平成３年４月以降であることか

ら、申立期間当時に学生であった申立人は、任意加入被保険者の対象となり、

国民年金に加入しても保険料の免除申請を行うことはできなかったものと考

えられる。 

   また、申立人に係る社会保険庁の記録をみると、申立期間は、国民年金の未

加入期間であり、保険料を納付することもできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が、申立期間において国民年金の被保険者であるためには、

国民年金手帳記号番号が払い出されている必要があるが、申立期間に係る手帳

記号番号払出簿の内容をすべて視認し、旧姓を含めて各種の氏名検索を行った

が、申立人に対し、国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情は見当たらなかった上、申立人は、当時、国民年金手帳を受け取った

かどうかよく覚えていないと陳述している。 

加えて、申立人が申立期間において国民年金の被保険者であり、かつ、免除

されていたことを示す関連資料(日記、家計簿等)は無く、ほかに申立期間にお

いて国民年金の被保険者であり、かつ、免除されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を免除されていたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3449 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年１月から３年７月までの期間及び４年４月から５年４月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成２年１月から３年７月まで 

             ② 平成４年４月から５年４月まで 

    私が、国民年金保険料の納付を始めたきっかけは、突然、社会保険事務所

から納付書が郵送されてきたことであるが、その納付書に記載された金額は

83万円又は 87万円のどちらかであったと記憶している。 

また、納付した期間については、申立期間より１年から２年後にずれてい

るかもしれないが、私は、納付金額が大きかったので、何回かに分割して郵

便局で納付した。当時、郵便局は工事中で、裏の中庭にあるプレハブの建物

の中で納付したことをよく覚えている。 

上記期間がそれぞれ未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所から郵送されてきた納付書の金額が大きかったの

で、何回かに分割して納付したことを覚えていると申し立てているが、分割し

た回数、その金額、納付したとする期間及び納付時期等についての記憶が曖昧
あいまい

であり、当時の具体的な納付状況は不明である。 

そこで、申立人に係る社会保険庁の納付記録をみると、申立期間①直後の平

成３年８月から４年３月までの期間及び申立期間②直後の５年５月から６年

３月までの期間の保険料をさかのぼって過年度納付しているほか、同年４月以

降についても、８年６月から９年３月までの 10 か月の保険料を一括して同年

４月 15 日に、同年４月及び同年５月の２か月の保険料を翌年の 10 年４月 21

日に、それぞれ現年度保険料の取扱期限の直前において、さかのぼって納付し

ていることが確認できるなど、納付状況が不規則であり、当時の申立人の納付

行動に一貫性がみられない。 



また、申立期間①直後の平成３年８月から４年３月までの保険料は、申立人

の還付記録をみると、重複納付による昭和 46 年６月から 48年３月までの保険

料の還付に関し、平成５年 11 月４日に送金(支払)通知書が作成されており、

これは事前に行われる申立人からの還付請求が前提であるものと考えられる

ことから、申立人が還付請求を行った時期(平成５年９月ごろと推定される。)

において、時効にかからず納付が可能であった当該期間の保険料を過年度納付

したものとみるのが自然であり、同様に、申立期間②直後の同年５月から６年

３月までの保険料についても、同還付記録をみると、７年３月の保険料が重複

納付により同年 12月８日に還付決議されているが、決議前の時期(平成７年６

月ごろと推定される。)において、申立人が時効にかからず納付が可能であっ

た当該期間の保険料を過年度納付したものとみるのが自然である。したがっ

て、各納付時において申立期間①及び②の保険料は、時効により納付すること

ができなかった可能性も否定できない。 

さらに、申立人が社会保険事務所の納付書に記載されていたと記憶する金額

83万円又は 87万円についてみると、上記２回にわたる過年度保険料の納付金

額 18万 7,500円に、申立期間①及び②の保険料額 28万 7,700円を合算しても、

その合計金額は 47万 5,200円となり、大きく及ばない。 

加えて、申立人は、分割した保険料を、当時、郵便局が工事中であり、裏の

中庭にあったプレハブの建物の中で納付したとしているが、日本郵便事業会社

に確認したところ、当該郵便局の現在裏庭にあるプレハブ庁舎は、その建築確

認申請書の写しから、平成９年８月ごろから同年 12 月にかけて増設工事が行

われ、同年 12月 14日に竣工されたものであるとしていることから、仮にこの

時期に申立人が保険料を分割して納付していたとしても、申立期間①及び②の

保険料については、時効により納付することができなかったものと考えられ

る。 

このほか、申立人が申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関

連資料(家計簿、確定申告書控等)は無く、申立期間①及び②の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3450 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年４月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 51年３月まで 

    私は、昭和 46 年ごろ、当時、市会議員をしていた友人に国民年金保険料

の納付を勧められて、同年８月にＡ市Ｂ区役所に行き、窓口で保険料を納付

し領収証書を受け取ったことを覚えている。 

その時の領収証書は、本に挟んで保管していたが、その本をそのままほか

の友人に譲渡したため無くなってしまった。納付した期間及び納付金額は覚

えていないが、横 20センチ縦 10センチぐらいの横長の領収証書だったと記

憶している。 

２回目以降の保険料は、銀行の口座振替により毎月納付してきたのに、申

立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、友人に勧められて、昭和 46 年８月にＡ市Ｂ区役所の窓口で国民

年金保険料を納付し、領収証書を受け取ったと申し立てているところ、当時の

Ａ市における国民年金保険料の納付方法は、国民年金手帳に印紙を貼付
ちょうふ

する手

帳検認方式であったことから、実態と符合しない上、申立人は、当時、区役所

において国民年金手帳を受け取った記憶も、印紙による保険料納付の記憶も無

いと陳述している。 

   また、申立人は、２回目以降の保険料は、口座振替により納付してきたと申

し立てているが、Ａ市が保険料の口座振替制度を導入したのは、昭和 50 年８

月であり、46 年当時において口座振替により保険料を納付することはできな

かったものと考えられる。 

   そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期を調査すると、申立人が

一時期、Ｂ区から転居していたとするＣ市において、昭和 51年 12月に払い出



されていることが手帳記号番号払出簿により確認できるほか、申立人の所持す

る年金手帳を見ると、住所欄の最初の住所がＣ市であり、同年 12 月３日に付

加年金に加入した旨の記載が確認できることから、このころにＣ市において国

民年金の加入手続が行われたものと推定される。この時点において、申立期間

の保険料は、時効により納付できない期間を含む過年度保険料であり、基本的

に現年度保険料の収納しか取り扱わない市役所窓口において納付することが

できなかったものと考えられる。 

   また、申立人が所持するＣ市発行の領収証書を見ると、申立期間直後の昭和

51年４月から同年 11月までの定額保険料及び同年 12月から 52年３月までの

付加保険料を含む保険料を、同年２月 14 日にまとめて現年度納付しているこ

とが確認できることなどを踏まえると、申立人は、この日から国民年金保険料

の納付を開始したものとみるのが自然である。 

   さらに、申立人が、申立てどおり、申立期間の保険料をＢ区役所で納付する

ためには、Ｂ区において別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるとこ

ろ、同区を管轄するＤ社会保険事務所に出向いて、申立期間に係る手帳記号番

号払出簿の内容をすべて視認し、各種の氏名検索を行ったが、申立人に対し、

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらな

かった。 

   加えて、昭和 46 年ごろ、申立人に保険料の納付を勧めたとする当時の市会

議員から事情を聴取したところ、当時は党の取り組みとして、多くの人に国民

年金の加入及び付加保険料を含めた保険料の納付を勧めていたとし、申立人に

対しても加入を勧めた記憶はあるが、当時、実際に加入していたかどうかにつ

いては分からないと陳述しているほか、申立人が申立期間の保険料を納付して

いたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書控等)は無く、申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3451 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年６月から 37 年 11 月までの期間及び 40 年１月から 45 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年６月から 37年 11月まで 

             ② 昭和 40年１月から 45年３月まで 

    私が昭和 36年５月に会社を退職した後に、元妻がＢ区役所で私の国民年

金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付しており、元妻が 20歳になっ

た同年 11月からは、夫婦二人分の保険料を納付していたと聞いていた（申

立期間①）。 

    また、元妻から、昭和 40年１月に私の国民年金の再加入手続をＢ区役所

で行い、夫婦二人分の保険料を納付していたと聞いていた（申立期間②）。 

    しかし、社会保険庁の記録では、申立期間①及び②が国民年金の未加入期

間とされているので、納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、元妻が申立人の国民年金の加入手続を行うとともに、申立人の申

立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出状況をみると、国民年金手帳

記号番号払出簿の点検及び複数の読み方による氏名検索を行ったものの、申立

人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらず、申立期間①及び

②は、いずれも国民年金の未加入期間となるため、制度上、国民年金保険料を

納付できない期間である。 

また、申立人の元妻の国民年金手帳記号番号の払出日は、昭和 49 年４月９

日であり、申立人の元妻は、この手帳記号番号により同年３月 13 日付けで国

民年金の被保険者資格を取得していることが、国民年金手帳記号番号払出簿及

び社会保険庁のオンライン記録により確認でき、夫婦二人分の保険料を納付し

ていたとされる申立人の元妻の申立期間①のうち、昭和 36 年 11 月から 37 年



11 月までの期間及び申立期間②は国民年金の未加入期間であることから、申

立内容とは符合しない。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、

申立期間の保険料を納付したとする申立人の元妻も既に死亡しているため、申

立期間当時の国民年金加入状況、保険料納付状況等は不明である。 

加えて、申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる関連資料及

び周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3452 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年３月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

      生 年 月 日 ： 昭和 22年生         

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

        申 立 期 間 ： 昭和 42年３月から 44年３月まで 

        私は、昭和 44年５月末ごろにＡ市役所Ｂ支所で、婚姻届を提出した際に、

夫婦一緒に夫婦二人分の国民年金の加入手続をした。 

手続後に窓口の受付係の女性に納付書をもらい、私と夫の昭和 44 年４月

から同年６月までの３か月の保険料と、それまでの未納分の保険料として併

せて３万円を支払い、少額のおつりをもらったはずである。 

この時には領収書等は受け取っていないが、申立期間の保険料が未納とさ

れているのは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 44 年５月末ごろに市役所で夫婦二人分の国民年金加入手続

を行い、申立期間を含む期間の夫婦二人分の国民年金保険料として、３万円ぐ

らいを一括して納付したと申し立てている。 

しかし、申立人の年金加入記録をみると、申立期間と重なる昭和 40 年４月

１日から 44 年４月１日までの厚生年金保険被保険者期間について、脱退手当

金が支給されていることが確認でき、当該期間は厚生年金保険被保険者期間で

あることから、制度上、国民年金の被保険者となることはできない。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿を見ても、申立人の国民年金手帳記号番

号は、昭和 44年６月 20日に夫婦連番で払い出されており、この手帳記号番号

払出時点においては、申立期間のうち、42年３月の国民年金保険料は制度上納

付することができず、また、同年４月から 44 年３月までの保険料は過年度保

険料となり、市役所窓口で納付することはできない上、一緒に夫婦二人分を納

付したとする夫も申立期間は未納となっている。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏



名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたこ

とをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

加えて、申立人は、国民年金加入当時、申立期間の国民年金保険料も含め、

夫婦二人分の３か月の現年度保険料と過去の未納保険料として、一括して３万

円ぐらいを納付したとしているが、その場合の納付可能な保険料額は併せて１

万 1,400円であり、金額が一致しない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3453 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 57 年 10 月から同年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名  ： 男 

        基礎年金番号  ：  

        生 年 月 日        ： 昭和 19年生 

        住    所  ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間        ：  昭和 57年 10月から同年 12 月まで 

    昭和 58年１月に、Ａ区役所へ行き、自分で国民年金の加入手続をした。 

    加入手続をした際に、区役所の職員から、３か月さかのぼって納付できる

ことを教えてもらい、区役所内の銀行窓口で 1万円から２万円ぐらいを納付

した。さかのぼって、まとめて納付したのはこの時だけであるので、はっき

り覚えている。 

    領収書は、年金給付手続をした時に捨ててしまって、現在は無いが、確か

に、さかのぼって納付したはずであり、未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 58年１月に国民年金の加入手続を行い、区役所内の銀行で、

申立期間の国民年金保険料を納付したと申し立てている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 60 年 12月 10 日に払い出されており、この手帳記号番号払出時

点において、申立期間の国民年金保険料は、制度上納付することができない。 

また、申立人は、申立期間以外に国民年金保険料をさかのぼって納付した記

憶は無いと陳述しているが、社会保険事務所のオンライン記録をみると、納付

時期は不明であるものの、申立期間直後の昭和 58 年１月から同年９月までの

保険料を過年度納付し、また、61 年１月 21 日に 58 年 10 月から 60 年３月ま

での保険料を一括して過年度納付していることが確認でき、陳述内容と符合せ

ず、申立期間直後の期間の保険料については、さかのぼって納付したものの、

申立期間の保険料については、時効により納付できなかったと考えるのが自然

である。 

さらに、Ａ区役所保存の被保険者名簿を見ても、申立期間の国民年金保険料



納付をうかがわせる事跡
じ せ き

は確認できなかった。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査や氏名

の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3454 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 年４月から 42 年 12 月までの期間及び 43 年１月から 48 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年４月から 42年 12月まで 

                   ② 昭和 43年１月から 48年３月まで  

    国民年金の加入については、昭和 37 年に結婚後、義母に勧められたため、

多分翌年の 38年４月ごろに区役所で手続をしたはずである。 

申立期間①の保険料については、自分で納付した記憶が無いので、多分義

母が納付してくれていたと思う。 

申立期間②の保険料については、年金手帳を区役所に持参して、私が毎月

納付していたはずだが、納付開始時期及び、どこの区役所なのかははっきり

とは覚えていない。 

しかし、義母の保険料についても、私が一緒に納付したこともあると思う

ので、義母の保険料が納付済みであるのに、私の保険料が未納であるのは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 38年４月ごろ、義母に勧められて国民年金加入手続を行い、

国民年金保険料を納付したと申し立てている。 

しかし、特殊台帳及び申立人所持の国民年金手帳を見ると、申立人は、昭和

48 年４月４日に初めて国民年金任意加入被保険者資格を取得しており、この

時点において、申立期間①及び②は国民年金の任意未加入期間となるため、制

度上、国民年金保険料を納付することはできない。 

また、申立期間の国民年金保険料が納付可能な別の国民年金手帳記号番号の

払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み検

索を行ったが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情等は見当たらなかった。 



さらに、申立人は、国民年金の加入手続、申立期間の国民年金保険料の納付

方法、納付場所及び納付金額等に関する記憶が不明確である上、申立期間は

120か月に及んでおり、これだけの長期間にわたり保険料収納及び記録管理に

おいて事務的過誤が繰り返されたとも考え難い。 

加えて、申立人から申立期間の保険料納付をめぐる事情を酌み取ろうとした

が、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3455 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年７月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37年７月から 39年３月まで 

私は、昭和 37年７月に会社を辞め、家業のＡ店に勤め始めたので、母が、

私の国民年金加入手続を行い、国民年金保険料も納付してくれていたはずで

ある。 

 申立期間を含み昭和 50年４月までの保険料は、すべて母が自分の保険料

と一緒に集金人に納付してくれており、私は全く関与していないが、申立期

間が未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職して家業に従事し始めた昭和 37 年７月ごろに、母が

申立人の国民年金加入手続を行い、国民年金保険料を集金人に納付していたは

ずであると申し立てている。 

しかし、特殊台帳及びＢ区保存の被保険者名簿を見ると、申立人の国民年金

被保険者資格の取得日は昭和 39 年４月１日であり、申立期間は国民年金未加

入期間となっており、また、被保険者名簿の検認記録欄にも申立期間の国民年

金保険料納付を示す事跡
じ せ き

は認められない。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿を見ても、申立人の国民年金手帳記号番

号は昭和 39 年９月８日に払い出されており、この手帳記号番号払出時点にお

いては、申立期間の国民年金保険料は過年度保険料となり、集金人に納付する

ことはできない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料が納付可能な別の国民年金手帳記号番号

の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み

検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 



加えて、申立人は、母が二人分の国民年金保険料を納付してくれていたと陳

述しているが、母の納付記録をみると、母は、いわゆる「10 年年金」に加入

して保険料を一括して納付しており、陳述内容と符合しない上、母は既に他界

しており、申立期間の保険料納付をめぐる事情を酌み取ろうとしても、新たな

周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3456 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年 10 月から 47 年１月までの付加保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月から 47 年１月まで 

    母が付加保険料のことを何かで知り、私に教えてくれたので、自分で申立

期間の付加保険料を納付していたはずである。 

なお、母も付加保険料を納付しており、既に年金を受給している。 

付加保険料が納付記録に反映されていないことは納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料と一緒に付加保険料も納付したと申し

立てている。 

しかし、特殊台帳を見ても付加保険料納付等に係る記録は見当たらず、また、

Ａ区保存の被保険者名簿を見ても、通常、裏面の備考欄に記録されるべき付加

保険料の納付開始月及び納付終了月も記録されていない。 

また、申立人は、自分に付加保険料を勧めてくれた母も付加保険料を納付し

ていたはずであるとも申し立てているが、母の納付記録をみても、付加保険料

を納付した事跡
じ せ き

は認められなかった。 

さらに、申立期間の国民年金保険料が納付可能な別の国民年金手帳記号番号

の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み

検索などを行ったが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

加えて、申立人から申立期間の付加保険料納付をめぐる事情を酌み取ろうと

したが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の付加保険料

を納付していたものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 4570 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 10月８日から 45 年８月 20日まで 

    私は、昭和 44年 10月８日から 45年８月 20日までの期間、Ａ職としてＢ

社に勤務していた。 

社会保険庁の記録によると、Ｂ社における勤務期間が厚生年金保険に未加

入とされているが、雇用保険の記録により申立期間において同社に勤務して

いたことが確認できるので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及び同僚の陳述から、申立人が、申立期間においてＢ社に勤

務していたことは認められる。 

   一方、Ｂ社において、昭和 44 年８月１日に厚生年金保険被保険者資格を取

得している同僚から、「私の場合、入社後３か月経過しても厚生年金保険被保

険者証の交付がなかったので、自ら会社に申し出て厚生年金保険に加入した。

当時、Ｂ社では，何事につけても事務処理が適切に行われていなかったことを

覚えている。｣旨陳述が得られた。 

  また、申立人が、Ｂ社における同僚として名前を挙げている者４人のうち２

人は、社会保険事務所が保管する同社に係る厚生年金保険被保険者名簿におい

て名前を確認することができないところ、当該同僚の陳述及び社会保険庁の記

録から、一人は同社勤務期間中も同社の厚生年金保険には加入せず、同社勤務

以前から加入していた国民年金の保険料を継続して納付していること、及び残

る一人は自分の父親の経営する会社で厚生年金保険に加入しながら、実際には

Ｂ社に勤務していたことが認められる。なお、国民年金に加入していた同僚は、

同社で雇用保険のみ加入していたことが確認できる。 

   さらに、Ｂ社は、昭和 45 年４月１日にＣ厚生年金基金に加入しているとこ

ろ、同厚生年金基金では、申立人に係る加入記録は見当たらない旨回答してい



る。 

   加えて、社会保険事務所が保管するＢ社に係る厚生年金保険被保険者名簿に

よると、申立期間において健康保険整理番号に欠番は見当たらず、申立人の記

録が失われたとは考え難い。 

   以上の事情を踏まえると、Ｂ社では、申立期間当時、同僚の陳述どおり厚生

年金保険関係事務が必ずしも適切に処理されていなかったことがうかがえ、申

立人についても、何らかの理由により被保険者資格の取得手続が行われなかっ

たものと推測される。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4571 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年１月１日から 34年１月１日まで 

                         ② 昭和 34年１月１日から 36年１月１日まで 

  私は、昭和 33年１月１日から同年 12 月 31日まで、Ａ社においてＢ職と

して勤務していた。勤務地はＣ県Ｄ市に所在し、従業員数は約 200 人であ

った。社会保険庁の記録によると、同社における勤務期間が厚生年金保険

に未加入とされているが、退職時に厚生年金保険被保険者証をもらったこ

とを記憶しているので、申立期間について被保険者期間として認めてほし

い（申立期間①）。 

Ａ社を退職後、間を空けずにＥ事業所に就職し、昭和 34年１月１日から

35 年 12 月 31 日まで、Ｂ職として勤務していた。勤務地はＣ県Ｆ市に所在

し、従業員数は約 150 人であった。社会保険庁の記録によると、同事業所

における勤務期間が厚生年金保険に未加入とされているが、採用時に厚生

年金保険被保険者証を提出したことを記憶しているので、申立期間につい

て被保険者期間として認めてほしい（申立期間②）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間①については、Ａ社は、経済産業省Ｇ局が保管する「昭和 33 年度

版Ｇ局関係Ｈ一覧」により、申立期間終了間際の昭和 33年 12月に設立されて

いることが確認できる。 

  また、Ａ社で申立人と同じＢ職であった者は、「Ａ社が設立された昭和 33

年 12月から勤務していたが、申立人のことは知らない。」旨陳述しているほか、

申立人は、「19 歳の時Ｃ県内で約１年間Ｋ業務の手伝いをして働いていた。」

旨陳述しているところ、申立人の生年月日（昭和 14 年＊月＊日）から、当該

期間が申立期間と重複することが確認できる。 



さらに、Ａ社は、Ｉ社（厚生年金保険適用事業所）から事業譲渡を受けて設

立された会社であるが、申立人は、「Ｉ社で勤務したことはない。」旨陳述して

いる。 

  加えて、社会保険庁の記録によると、Ａ社が厚生年金保険適用事業所となっ

たのは、申立期間後の昭和 34 年４月１日であることが確認できるところ、申

立人が記憶していた５人の同僚の氏名は、社会保険事務所が保管する同社に係

る厚生年金保険被保険者名簿において確認できない。 

以上の事情から、申立人が、申立期間において、Ａ社又は同社の前身である

Ｉ社に勤務していたことは認め難い。 

このほか、申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

  申立期間②については、申立期間の一部が、申立人がＣ県内でＫ業務の手伝

いをしていた旨申し立てている期間と重複することに加え、申立期間中にＥ事

業所でＢ職として勤務していた複数の同僚全員が「申立人のことは覚えていな

い。」旨陳述している。 

  また、申立期間中にＥ事業所で勤務していた複数の同僚から、「当時、厚生

年金保険への加入を希望しない者については、被保険者資格の取得手続はとら

れていなかった。」、「当時、会社の都合で厚生年金保険に加入している者と加

入していない者が存在していた。私自身は入社して約半年後にＪ職に昇格して

から被保険者資格を取得した。」旨陳述が得られた。 

  さらに、社会保険事務所が保管するＥ事業所に係る厚生年金保険被保険者名

簿によると、申立期間における健康保険整理番号に欠番は見られず、申立人に

係る記録が失われたとは考え難い。 

  以上の事情から、申立人については、申立期間においてＥ事業所に勤務して

いたことは確認できず、また、勤務していたとしても、何らかの理由により厚

生年金保険被保険者資格の取得手続が取られていなかったと考えるのが相当

である。 

このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者と

して、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4572 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

   ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年８月 31日から 35年４月 12日まで 

② 昭和 35年６月 15日から同年 10月１日まで 

   私は、昭和 34 年８月 31 日にＡ社に入社し、35 年９月末まで継続して勤

務していた。 

社会保険庁の記録によると、Ａ社における厚生年金保険被保険者期間が、

昭和 35 年４月 12 日から同年６月 15 日までの約２か月しかなく、34 年８月

31 日から 35 年４月 12 日までの期間（申立期間①）及び同年６月 15 日から

同年 10 月１日までの期間（申立期間②）が厚生年金保険に未加入とされて

いる。 

申立期間①及び②においてＡ社に勤務していたので、厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、同僚の「申立人の入社時期は昭和 34 年 12 月又は

35年の初めごろと思う。」旨の陳述から、申立人が、申立期間のうち、一定の

期間Ａ社に勤務していたことは推測できる。 

一方、当該同僚から、「Ａ社では、Ｂ資格を保有していても入社後しばらく

の間は全員助手扱いで、仕事の手順を覚えた後、Ｃ職に昇格した。助手として

の期間は人により一定していなかったが、会社からは、助手の期間は社会保険

に加入させないと言われていた。」旨の陳述が得られた。なお、当該同僚は、

昭和 34 年末ごろに入社した旨陳述しているところ、社会保険事務所が保管す

る同社に係る厚生年金保険被保険者名簿によると、被保険者資格取得日は 35

年４月 25日となっていることが確認できる。 

   また、Ａ社では、「助手については、正式採用でないので、現在でも社会保



険に加入させていない。」旨回答している。 

さらに、申立人は、「入社時Ｂ資格を保有しておらず、助手としての採用で

あった。」旨陳述しているところ、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険

者資格日は、同社入社後にＤ資格を取得（昭和 35 年４月５日）した直後の昭

和 35年４月 12日であることが確認できる。 

   以上の事情から、申立人は、申立期間当時は、助手としてＡ社に勤務してお

り、同社では、見習期間として厚生年金保険に加入させていなかったと考える

のが相当である。 

このほか申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   申立期間②については、申立人は、昭和 35 年９月末までＡ社に勤務してい

た旨申し立てているところ、社会保険事務所が保管する同社に係る厚生年金保

険被保険者名簿において、申立期間中に勤務していることが確認でき、申立人

を覚えていた同僚３人は、いずれも、「申立人の退職時期は記憶にない。」旨陳

述している。また、申立人は、退職時期について、「欠勤を続けたまま、同僚

にも何も言わずに辞めた。欠勤を始めた時期及び最後に給与を受け取った月も

覚えていない。」旨陳述しており、申立人が、申立期間において在職していた

ことは確認できない。 

このほか申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4573 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28年３月 21日から 30年ごろまで 

             ② 昭和 30年ごろ 

             ③ 昭和 31年１月ごろから同年４月ごろまで 

             ④ 昭和 31年４月ごろから 32年２月 21日まで 

    私は、定時制高校に通学しながら、昭和 28 年３月 21 日から 30 年ごろま

で約２年間、Ａ市にあったＢ社で勤務していた。社会保険庁の記録によると、

同社における勤務期間が厚生年金保険に未加入とされているが、同社に勤務

していたことは間違いないので、申立期間について厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい（申立期間①）。 

 Ｂ社を退職後、間を空けずにＣ県Ｄ郡Ｅ町（現在は、Ａ市。）に所在し

たＦ事業所で昭和 30 年ごろの約１年間勤務していた。社会保険庁の記録に

よると、同事業所における勤務期間が、厚生年金保険に未加入とされている

が、同事業所に勤務していたことは間違いないので、申立期間について厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい（申立期間②）。 

    Ｆ事業所を退職後、昭和 31 年１月ごろから同年４月ごろまで、Ａ市Ｇ町

に所在していたＨ社に勤務し、Ｉ業務に従事していた。事業主の名前は「Ｊ」

であった。社会保険庁の記録によると、同社における勤務期間が厚生年金保

険に未加入とされているが、同社に勤務していたことは間違いないので、申

立期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい（申立期間

③）。 

Ｈ社を退職後、昭和 31 年４月ごろから 32 年２月 21 日までＫ事業所で勤

務していた。同事業所では、社長の弟に教えてもらいながら、簡単なＬ業務

に従事していた。社会保険庁の記録によると、同事業所における勤務期間が

厚生年金保険に未加入とされているが、同事業所に勤務していたことは間違



いないので、申立期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い（申立期間④）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、社会保険事務所が保管するＢ社に係る厚生年金保険

被保険者名簿において、申立人が同僚として申し立てている複数の者の氏名

が確認できることから、申立人が同社に勤務していたことが認められる。 

一方、申立人は、「当時、Ｂ社には社員が 13 人（男性５人、女性８人）ほ

どいた。」旨陳述しているところ、社会保険事務所が保管するＢ社に係る厚生

年金保険被保険者名簿によると、同社が申立期間途中の昭和 29 年７月１日に

厚生年金保険適用事業所となった際、被保険者資格を取得している者は、男性

のみ５人（うち１人は、申立人が同僚として名前を申し立てている者。）だけ

となっていることが確認できる。また、当該５人のうち４人は、被保険者資格

の取得の１か月後に被保険者資格を喪失しており、その後、同年９月１日に事

業主の身内と見られる者１人が被保険者資格を取得している例を除くと、新規

の被保険者資格取得は 31年２月１日まで認められない。 

さらに、申立人が同じ中学校を卒業し、一緒にＢ社に入社した旨陳述して

いる同僚の厚生年金保険被保険者資格の取得日は、申立期間後の昭和 31 年 12

月１日であることが確認できる。 

以上の事情を踏まえると、Ｂ社では、当時、従業員のうち特定の者しか厚

生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   申立期間②については、申立人は、「Ｆ事業所は、Ｍ社と同じ敷地内に所在

しており、また、Ｆ事業所の事業主とＭ社の事業主は兄弟で取引関係にあっ

た。」旨申し立てているところ、Ｍ社の元社長から、「Ｆ事業所はＭ社の隣で

事業をしており、それぞれの事業主は兄弟であった。」旨陳述が得られたこと

から、申立人がＦ事業所に勤務していたことは認められる。 

   一方、社会保険庁の記録によると、Ｆ事業所が厚生年金保険適用事業所とな

った事実は確認できない。 

   また、Ｍ社の元社長は、「Ｍ社とＦ事業所は別採算で従業員も別々に管理し

ていた。」旨陳述しており、社会保険事務所が保管する同社に係る厚生年金保

険被保険者名簿においても、申立人の名前は確認できない。 

   さらに、申立人は「Ｆ事業所に勤務していた当時、治療のため健康保険証を

使用した。」旨陳述しているところ、Ｆ事業所は厚生年金保険適用事業所とな

っていないことから、従業員に対し健康保険被保険者証が交付されていたこと

は考え難い。 

このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険



料を控除されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   申立期間③については、昭和 31年 10 月１日にＨ社において厚生年金保険被

保険者資格を取得している者から、「Ｈ社はＡ市Ｇ町に所在し、事業主の名前

は『Ｊ』であった。また、同社では、Ｉ業務等に従事していた。」旨陳述が得

られたこと、及び申立人が当時の同僚と申し立てている者が、社会保険事務所

が保管する同社に係る厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間において同

社に勤務していたことが確認できることから、申立人が、同社に勤務していた

ことは認められる。 

   一方、Ｈ社の事業主の娘婿である者から、「私は、昭和 31 年２月からＨ社

に勤めていたが、申立期間当時は試用期間があり、試用期間中は厚生年金保険

には加入していなかった。私が厚生年金保険に加入したのは同年 10 月１日と

なっている。」旨陳述が得られた。 

また、申立人が唯一名前を覚えていた同僚について、申立人は、「自分が勤

務を始めた時（昭和 31 年１月ごろ。）には既に在職しており、業務に精通し

ていた。」旨陳述しているところ、当該同僚の厚生年金保険被保険者資格の取

得日は申立期間中の昭和 31年２月１日となっている。 

   以上の事情から、申立人は、Ｈ社に勤務はしていたが、申立期間は約４か月

と短期であり、試用期間を終了して厚生年金保険被保険者資格を取得する以前

に同組合を退職したと考えるのが相当である。 

   このほか、申立人が申立期間③において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   申立期間④については、社会保険事務所が保管するＫ事業所に係る厚生年金

保険被保険者名簿において、申立人が同僚であったと申し立てている者が、申

立期間当時、同事業所に在職していたことが確認できること、及び申立人から

提出された申立期間に係る社員旅行の写真について、当該同僚から、「申立人

のことは覚えていないが、Ｋ事業所の社長及び社長の弟が写っている。」旨陳

述が得られたことから、申立人が、同事業所に勤務していたことは認められる。 

   一方、申立期間当時の同僚から、「Ｋ事業所では、Ｎ業務に従事していたが、

従業員にはＬ技術を有するＰ職と、Ｏ業務等に従事する者がいた。Ｏ業務従事

者には女性４人ぐらいと若い男性１人が従事しており、自分はＰ職であった。」

旨陳述を得たところ、社会保険事務所が保管するＫ事業所に係る厚生年金保険

被保険者名簿に記載のある男性について、当該同僚は「すべてＰ職である。」

旨陳述している。また、同被保険者名簿に記載のある女性は、当該同僚が事務

担当と陳述している１人だけとなっている。 

以上の事情から、Ｋ事業所では、申立期間当時においてＯ業務従事者は厚生

年金保険の加入対象外とする取扱いをしていたところ、申立人は、当時 18 歳

と若く、また、自らの業務内容について、「Ｌ技術を持つ人とは仕事内容が異

なり、女性と同じような仕事をしていた。」旨陳述していることを踏まえると、



申立人は、同僚の記憶にあるＯ業務に従事していた若い男性に該当するものと

推測され、厚生年金保険には加入していなかったと考えるのが相当である。 

このほか、申立人が申立期間④において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間①、②、③及び④に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4574 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54年９月１日から 55年３月１日まで 

             ② 昭和 57年９月１日から 58年３月１日まで 

    私は、昭和 54年９月１日から 55年３月１日までの期間、Ａ市にあるＢ社

に勤務し、Ｃ業務に従事していた。同社には倒産するまで勤務しており、倒

産前に社会保険料滞納により、Ｄ機器に差押えのための赤色証紙が張られて

いたことを覚えている。社会保険庁の記録によると、同社勤務期間について

厚生年金保険に未加入とされているが、同社に勤務していたことは間違いな

いので、申立期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい

（申立期間①）。 

    友人の紹介により、昭和 57年９月１日から 58年３月１日までの期間、Ｅ

市Ｆ区にあるＧ社に勤務し、Ｈ業務に従事していた。社会保険庁の記録によ

ると、同社勤務期間について厚生年金保険に未加入とされているが、同社に

勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい（申立期間②）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人に係る雇用保険の給付記録によると、申立人

は、申立期間前の勤務先であるＩ社を退職した後、申立期間直前の昭和 54 年

８月 27日に公共職業安定所に対し求職の申込みを行い、55年２月３日まで基

本手当を受給するとともに、同年２月４日には、申立期間後の職場でＪ社に就

職していることが確認できる（厚生年金保険被保険者資格取得は昭和 55 年３

月１日。）。 

   以上の事情を踏まえると、申立人は、申立期間において、Ｂ社で厚生年金保

険に加入していたとは認められない。 



   また、社会保険事務所が保管するＢ社に係る厚生年金保険被保険者名簿によ

ると、申立期間中の健康保険整理番号に欠番は見当たらず、申立人の記録が失

われたとは考え難い。 

   このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   申立期間②については、申立人に係る雇用保険の給付記録によると、申立人

は申立期間前の勤務先であるＪ社を退職した後、申立期間より１か月以上前の

昭和 57 年７月 24 日に公共職業安定所に対し求職の申込みを行い、58 年２月

26日まで基本手当を受給するとともに、基本手当支給終了日から 12日後の同

年３月 10 日には、申立期間後の職場であるＫ社に就職していることが確認で

きる（入社と同時に厚生年金保険被保険者資格を取得。）。 

以上の事情を踏まえると、申立人は、申立期間において、Ｇ社で厚生年金保

険に加入していたとは認められない。 

   また、社会保険事務所が保管するＧ社に係る厚生年金保険被保険者名簿によ

ると、申立期間中の健康保険整理番号に欠番は見当たらず、申立人の記録が失

われたとは考え難い。 

   このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4575 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46年 10月１日から 48年７月１日まで 

② 昭和 55年９月 20日から 56年２月まで 

    私は、昭和 45 年５月 15 日にＡ社（本社は、Ｂ市。）に入社し、同社Ｃ営

業所（Ｄ県Ｅ市。）で 56年２月に退職するまで継続して勤務していた。同社

は、Ｆ業務を行っており、私は、同社Ｃ営業所長としてＦ業務及びＪ業務に

従事していた。 

    社会保険庁の記録によると、勤務期間途中の昭和 46 年 10 月１日から 48

年７月１日までの期間（申立期間①）及び 55 年９月 20日から営業所が閉鎖

され退職した 56 年２月までの期間（申立期間②）が厚生年金保険に未加入

とされている。 

このうち、申立期間①については、Ｆ事業を行うためには、毎年３月ごろ

にＧ支局でＬ許可を受けなければならず、その際、添付書類として提出する

「Ｈ職者名簿」に登載される者は「社会保険の加入証明等により、従業員で

あることが確認できる者に限る。」とされている。このため、Ａ社では、あ

らかじめ当該名簿を社会保険事務所に持参し、名簿登載者が同社における健

康保険・厚生年金保険の被保険者であることの証明印を受けていた。当然私

の名前も記載されているはずである。 

次に、申立期間②については、Ａ社には昭和 56 年２月ごろまで勤務して

おり、同社Ｃ営業所も私の退職と同じころに閉鎖したと記憶している。 

申立期間①及び②において、Ａ社に勤務していたことは確かであるので、

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立期間当時の同僚及び申立人にＫ業務指導を行っ



ていた協力会社の社員の陳述から、申立人が、申立期間において、Ａ社Ｃ営業

所に勤務しており、Ｆ事業の許可申請業務は申立人が担当していたことが認め

られる。 

一方、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿によ

ると、ⅰ）申立人が、昭和 45年５月 15日に初めて被保険者資格を取得した時

の厚生年金保険記号番号と、申立期間後の 48 年７月１日に被保険者資格を再

取得した時の記号番号が異なっており、被保険者資格の再取得時に新たな記号

番号が払い出されていることが確認できること、ⅱ）同社において、申立人と

同一日に厚生年金保険被保険者資格をいったん喪失し、申立人と同一日に被保

険者資格を再取得している同僚が認められることから、同社では、申立人につ

いて、社会保険事務所に対し、申立期間に係る被保険者資格の喪失及び再取得

の手続を行っていたことが推測される。 

また、申立人は、「自分でもＦ業務に従事していたので、Ｆ事業の許可申請

書に添付する『Ｈ職者名簿』には自分の名前が登載されていたはずである。」

旨申し立てているところ、Ｇ支局では、「『Ｈ職者名簿』は主として許可事業者

に貸与するＩ証数を判断するために利用するもので、許可後にＨ職者が入れ替

わっても変更手続は必要ない。また、当該名簿に登載されていない者がＦ業務

に従事することは可能である。」旨回答している。 

さらに、申立人は、「自分でもＦ業務に従事していた。」旨申し立てていると

ころ、同僚から、「申立人は、業務を管理する立場にあり、自分でＦ業務をす

ることはほとんどなかったと思う。」、「申立人がＦ業務に従事していたのは２

か月から３か月に１回程度であった。」旨陳述が得られたほか、このうちの一

人から、「Ｈ職者には、一人に１枚、専用のＩ証が渡されていたが、申立人は

Ｉ証を管理する立場であり、自分専用のＩ証は持っていなかった。」旨陳述が

得られた。 

以上の事情を踏まえると、申立人の氏名が「Ｈ職者名簿」に登載されていた

ことは推認できず、申立人が、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険被保

険者であったことは確認できない。 

このほか、申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

申立期間②については、申立期間においてＡ社に勤務しており、申立人を覚

えていた複数の同僚は、いずれも「申立人が、いつＡ社を退職したかは覚えて

いない。」旨陳述している。 

また、当時の事業主は、「Ａ社Ｃ営業所がいつまで存在していたか覚えてい

ない。」旨陳述しているほか、商業登記簿においてもＡ社Ｃ営業所が閉鎖され

た時期は確認できない（Ａ社は昭和 57 年９月に事実上倒産していることが認

められるが、商業登記簿上は現在も存在していることになっている。）。 

   以上の事情から、申立人が、申立期間において、Ａ社Ｃ営業所に勤務してい



たことは確認できない。 

このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金被保険者とし

て、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4576 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年 10月 10日から 40 年５月４日まで 

    社会保険庁の記録によれば、昭和 35 年 10月 10日から 40年５月４日まで

勤務したＡ社における厚生年金保険加入期間が脱退手当金支給済みとなっ

ている。 

申立期間より以前に勤務したＢ社における厚生年金保険加入期間は脱退

していないのに、申立期間だけ脱退手当金が支給されているのはおかしい。 

脱退手当金は請求も受給もしていないので、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

   社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約１か月後の昭和40年６月15日に支給決定されていることが

確認できる。 

  また、申立人の厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味す

る「脱」の表示が記されているとともに、脱退手当金の支給額に計算上の誤り

は無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4577 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19年 10月１日から 20年９月１日まで 

             ② 昭和 20年 10月 14日から 34年５月 26日まで 

    社会保険庁の記録によれば、Ａ社及びＢ社Ｃ工場における厚生年金保険加

入期間について、昭和 34 年８月５日に脱退手当金を受給したことにされて

いるが、手続を行ったことも支給を受けたことも無い。 

    脱退手当金を受給していないので、厚生年金保険被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ｂ社Ｃ工場を退職した際、脱退手当金を請求した記憶は無く、受

給していないとしている。 

    社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資

格喪失日から約３か月後の昭和 34 年８月５日に支給決定されていることが確

認できる。 

そこで、Ｂ社Ｃ工場の厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が記載さ

れているページを含む前後計５ページ(100人)のうち、申立人と同一時期（お

おむね２年以内）に受給要件を満たし資格を喪失した女性 35人について、脱

退手当金の支給記録を調査したところ、受給者は申立人を含め 32 人みられ、

うち 28人が資格喪失後約６か月以内に支給決定されている上、当時は、通算

年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人についてもその委任に基

づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味す

る｢脱｣の表示が記されているとともに、脱退手当金の支給額に計算上の誤り

は無いほか、申立人の厚生年金保険被保険者台帳を見ると、脱退手当金が支



給決定される直前の昭和 34年７月６日付けで脱退手当金の算定のために必要

となる標準報酬月額等を、厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回

答したことを示す｢回答済｣の表示が確認できるなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4578 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

 

   ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年５月１日から 31年５月１日まで 

平成２年に私のＡ社における厚生年金保険加入期間について確認したと

ころ、脱退手当金支給済みと言われたが、支給決定された昭和 31 年６月当

時は、Ｂ県に転居しており、脱退手当金を受け取った記憶は無い。 

脱退手当金を請求も受給もしていないので、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな 

いとしている。 

   社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約２か月後の昭和31年６月12日に支給決定されていることが

確認できる。 

そこで、申立人の厚生年金保険被保険者台帳を見ると、脱退手当金を支給し

たことを示す表示が記されているほか、給付記録欄には支給金額、資格期間及

び支給年月日等が記載されており、その内容はオンライン記録と一致している

上、申立人の脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理

に不自然さはうかがえない。 

また、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が記載されたペー

ジを含む前後計 18 ページのうち、申立人と同一時期（おおむね２年以内）に

受給要件を満たし資格を喪失した女性 21 人について、脱退手当金支給記録を

調査したところ、受給者は申立人を含め 14人みられ、うち 11人が資格喪失後

約６か月以内に支給決定されているほか、支給決定日が同一日となっている受

給者が散見される上、当時は通算年金制度創設前であったことを踏まえると、



申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性

が高いものと考えられる。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4579 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年４月１日から 37年４月 14日まで 

    厚生年金保険加入期間について、社会保険事務所に照会申出書を提出した

ところ、Ａ社（現在は、Ｂ社。）Ｃ支店に勤務していた期間について、脱退

手当金支給済みとの回答を受けた。 

脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していないので、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資

格喪失日から約３か月後の昭和 37 年７月３日に支給決定されている上、支給

額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、Ａ社Ｃ支店を退職後、結婚する昭和 42 年４月まで国民年

金の強制加入期間であるが、その間加入手続を行っておらず、当時は年金に対

する意識が必ずしも高かったとは言い難い。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4580 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年３月 24日から 38年 12 月 13日まで 

             ② 昭和 38年 12月 13日から 43年２月３日まで 

    Ａ社及びＢ社における厚生年金保険加入期間について、社会保険事務所に

照会申出書を提出したところ、脱退手当金支給済みとの回答をもらった。 

    脱退手当金の請求手続はしておらず、受け取った記憶も無いので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金について、請求も受給もしていないと

している。 

  社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約３か月後の昭和43年５月23日に支給決定されていることが

確認できる。 

また、申立期間の最終事業所であるＢ社の被保険者名簿には、脱退手当金の

支給を意味する「脱｣の表示が記されているとともに、脱退手当金の支給額に

計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

なお、当時は通算年金制度創設後であり、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ｂ社の退職直後に払い出されているが、その加入手続及び保険料納付について

は、当時お世話になっていた叔父がしてくれたもので、申立人自身は関与して

いない旨陳述している。 

  これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4581 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料 

を給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ：  昭和 24年２月１日から 25年６月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

（現在は、Ｂ社。）で勤務していた期間の加入記録が無い旨の回答をもらっ

た。同社の代表取締役として勤務していたことは確かなので、申立期間につ

いて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社提出の社内報（昭和 53 年８月発行）及びＡ社に係る役員略歴から、申         

立人が申立期間にＡ社で代表取締役として勤務していたことは認められる。 

   また、Ｂ社は、「Ｂ社グループ創業時のＣ社の役員については、同社が厚生

年金保険の適用事業所となった昭和 19 年６月１日付けですべて厚生年金保険

に加入させていることから、同じグループ会社であるＡ社の役員についても同

社が厚生年金保険の適用事業所となった 24 年２月１日付けですべて厚生年金

保険に加入させていたものと推測される。」としている。 

   しかし、Ａ社設立時の役員３人の厚生年金保険の加入状況について、社会保

険事務所の記録を調査したところ、同社が厚生年金保険の適用事業所となった

昭和 24 年２月１日付けで資格を取得している者は１人だけであることが確認

でき、上記、Ｂ社の陳述内容とは符合しない。 

   また、社会保険事務所のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見

ると、同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 24 年２月１日付けで資

格を取得している者は８人だけであることが確認でき、代表取締役である申立

人の資格取得届だけが事務的過誤により提出されなかったとは考え難い。 

   さらに、Ａ社において被保険者記録が確認できる同僚から、申立人の申立期

間に係る厚生年金保険料の控除についての陳述を得ることはできなかった。 



 このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関連

資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立 

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を給与から

控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4582 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年３月ごろから 43年３月まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、申立期間に

ついて記録が無いとの回答があった。 

私は、昭和 40年３月にＡ社に入社し、43年３月まで、３年と１か月勤務

した。申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたとして同社の健康保険厚生

年金保険被保険者名簿に記録のある４人の同僚をあげているものの、死亡等の

理由により当該４人からは、陳述は得られなかった。 

しかし、申立人は、当該４人の仕事の内容及び申立期間当時の社内及び会社

周辺の様子について詳細に記憶しており、それらは、陳述を得ることのできた

ほかの同僚の陳述内容とも符合していることから、時期までは特定できないが

申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

一方、申立人は、上記の記憶している４人の同僚の誰よりも早く退社したと

陳述している。 

そこで、当該４人のＡ社における厚生年金保険資格喪失日をみると、１人が

昭和 41年１月 26日に資格を喪失していること（昭和 41年２月 21日に他事業

所で資格を取得。）、また、陳述を得ることのできた申立期間に被保険者期間の

ある６人の同僚のうち、申立人を記憶している者が１人もいなかったことから

判断すると、申立人の在職期間は、長くても、40年３月ごろから同年 12月ご

ろまでの 10か月間ほどであったと推認される。 

また、複数の同僚が、「申立期間当時、Ａ社は従業員を入社後すぐには、厚

生年金保険に加入させない場合もあった。」としており、申立人と同業種の同



僚が「厚生年金保険被保険者資格を取得したのは、入社後１年ほど経ってか

ら。」と陳述しており、前述の被保険者名簿の健康保険整理番号に欠番は無い

ことからも、同社では、必ずしも従業員全員をすぐには、厚生年金保険に加入

させていた訳ではないと考えられる。 

さらに、複数の同僚が、「申立期間当時、社会保険等には加入せず高い報酬

を得る臨時社員がいた。」と陳述している。なお、申立人は、Ａ社での給料は

６万円ぐらいだったとしているところ、社会保険事務所の記録から、当時の事

業主の昭和 40年の標準報酬月額は６万円（当時の最高等級）、申立人及び同僚

が、最も技術の高いベテラン社員であったとしている申立人と同業種の２人の

標準報酬月額がともに５万 6,000円であることが確認できることから、申立人

が陳述どおりの報酬を得ていたとすれば、破格に高い報酬であったと考えられ

る。 

加えて、Ａ社の当時の事業主は既に死亡しており、同社は昭和 56 年に厚生

年金保険の適用事業所では無くなっており、平成元年には解散しているため、

申立人の申立期間における勤務及び厚生年金保険料の控除等の状況について

確認することはできない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除については、申立人に明確な

記憶が無く、これを確認できる関連資料や周辺事情も無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4583 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年７月 31日から同年８月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社の資格

喪失日が昭和 59年７月 31日であり、同年７月の加入記録が無いとの回答が

あった。同年８月度の給与明細書を持っており、厚生年金保険料も控除され

ているので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったと認めてほし

い。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に、Ａ社で勤務し、厚生年金保険に加入していたと主張

しており、申立人から提出された同社に係る昭和 59 年８月度給与明細書によ

り、退社月である同年７月の厚生年金保険料が控除されていることが認められ

る。 

   しかし、申立人に係る雇用保険の記録をみると、申立人のＡ社の離職日は昭

和 59年７月 30日とされており、厚生年金保険の資格の喪失日と符合する。 

また、Ａ社は、「厚生年金保険及び雇用保険の退職日（離職日）が符合して

いることから、資格の喪失に係る届出には誤りは無く、昭和 59 年８月度の給

与から同年７月の厚生年金保険料を控除したことが誤りであったのではない

か。」としている。 

   さらに、厚生年金保険法第 19 条において「被保険者期間を計算する場合に

は、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失した

月の前月までをこれに算入する。」とされており、また、同法第 14条において

は、資格喪失の時期は、その事業所に使用されなくなった日の翌日とされてい

ることから、申立人の資格喪失日は、昭和 59 年７月 31日であり、申立人の主

張する同年７月は、厚生年金保険の被保険者期間とはならない。 



加えて、社会保険事務所のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及

びオンライン上で記録の確認できる全従業員 145 人の厚生年金保険資格喪失

日を確認したところ、Ａ社が後継会社のＢ社へ営業譲渡された平成５年 11 月

以前において、資格喪失日が月初となっている被保険者記録は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間において厚生年金保険被保険者であったことを認めることは

できない。



大阪厚生年金 事案 4584 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：      

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 30年 10月１日から同年 12 月１日まで 

  厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に勤

務していた昭和 30 年 10 月１日から同年 12 月１日までの期間について、

厚生年金保険に未加入という回答があった。同社に勤務していたのは間違

いないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断理由 

   雇用保険の加入記録により、申立人は、昭和 30 年 11 月 10日からＡ社Ｂ

工場に継続して勤務していたことが認められる。 

   しかし、Ａ社は、申立期間当時の従業員に関する資料を保有していない

ことなどから、申立人の申立期間における勤務状況及び厚生年金保険料控

除の状況は確認できない。 

   また、Ａ社に係る社会保険事務所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

を見ても、申立期間における健康保険の整理番号に欠番は無い。 

   さらに、前述の被保険者名簿から把握した同僚で連絡の取れた５人のう

ち、自身の入社年月日を記憶している者３人については、３人とも入社か

ら３か月から５か月後に厚生年金保険に加入しており、そのうち１人は、

「申立期間当時は、試用期間があった。」と陳述している。 

   このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4585 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 31年１月末から同年９月初めまで 

  社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、申立 

 期間の加入記録が無いとの回答をもらった。 

申立期間は、Ｅ県Ｆ郡のＬ地区で、Ｂ社（Ｇ県Ｈ市に所在。）の下請業者

であったＡ社（Ｇ県Ｉ市（現在はＪ市。）に所在。）で住み込みで勤務してい

た。 

申立期間においても厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＢ社の下請業者であったＡ社で勤務し、厚生年金保険

に加入していたと申し立てている。 

しかし、社会保険事務所の記録では、Ａ社（事業所所在地は、Ｇ県Ｉ市。）

が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 34 年２月１日であり、申立期

間は適用事業所となっていない。 

また、Ａ社は、昭和 39 年８月５日に厚生年金保険の適用事業所では無くな

っており、当時の事業主及び同僚の所在も不明であるため、申立期間における

申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することはできな

い。 

さらに、申立人は、「申立期間当時、Ａ社の元請業者であるＢ社から厚生年

金保険料を控除されていたかも知れない。」と陳述しているところ、社会保険

事務所の記録では、Ｂ社（本社。事業所所在地は、Ｇ県Ｈ市。）のほかに、申

立期間当時、「Ｂ社の名称でＫ地方に２か所の適用事業所（Ｂ社Ｃ支店及びＢ

社Ｄ支店。）がみられ、社会保険事務所の上記３事業所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿を確認したところ、申立期間において申立人及び申立人の

記憶している同僚の記録は無い。 



加えて、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除につい

ては、申立人に明確な記憶は無く、これを確認できる関連資料及び周辺事情も

無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4586 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ：  ① 昭和 34年３月 15日から同年５月１日まで 

           ② 昭和 35年３月 21日から同年９月 30日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

で勤務していた昭和 34 年３月 15 日から 35 年９月 30 日までの期間のうち、

申立期間①及び②の加入記録が無いとの回答をもらった。当該期間について

も厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②もＡ社で勤務し、厚生年金保険の被保険者であ   

ったと申し立てている。 

しかし、Ａ社は、昭和 43年３月 21日に厚生年金保険の適用事業所では無く

なっており、事業主も死亡しているため、同社及び事業主から、申立人の勤務

実態及び厚生年金保険料控除の状況について確認することはできない。 

また、社会保険事務所のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお   

いて、申立期間①の前後に加入記録が有る複数の従業員に照会したところ、自

身が記憶する入社日に被保険者資格を取得している者はおらず、それぞれ入社

日の２か月後から 12か月後に資格を取得していることが確認できる。 

さらに、前述の被保険者名簿において、申立期間②当時に厚生年金保険の加 

入記録が有る複数の従業員に照会したが、申立人を記憶している者はいなかっ

た。 

加えて、前述の被保険者名簿には、昭和 35年３月 21日の被保険者資格の喪

失に伴い、健康保険証を返納したことを表す「証返」の記載が確認でき、同名

簿の記録に不自然な点もうかがえない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の事業主による 



控除については、申立人に明確な記憶は無く、これを確認できる関連資料及び

周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立 

人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4587 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年８月 31日から 22 年３月１日まで 

私は、昭和 20 年１月 23 日から 22 年２月末日までＡ社にＢ業務従事者と

して継続して勤務していた。 

しかし、申立期間については厚生年金保険加入記録が無く、未加入期間

とされている。 

申立期間も引き続き勤務していたことに間違いはないので、厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に２年間継続して勤務していたと主張しているが、同社は既

に厚生年金保険の適用事業所では無くなっている上、事業主の所在も不明であ

り、また、同社に係る厚生年金保険被保険者名簿から、当時の同僚を抽出し調

査したものの、申立人の退職日及び勤務期間等については不明であるとして具

体的な回答は得られず、当時の事情は明らかとはならなかった。 

さらに、上記被保険者名簿によると、申立人の資格喪失日である昭和 20 年

８月 31 日付けですべての従業員の厚生年金保険被保険者資格が喪失されてい

ることが確認できることから、Ａ社では当時、何らかの事情により、いったん

すべての社員の被保険者資格を喪失させたものと考えられる。 

一方、昭和 21 年１月１日付けで一部の従業員については被保険者資格を再

取得している記録が確認できるが、同僚からは「終戦前後の従業員数に大きな

変動は無かった。」旨陳述が得られたことなどから判断すると、多くの従業員

は上記資格喪失後も引き続きＡ社に勤務していたことが推定されるものの、同

社ではこれらすべての従業員の被保険者資格を再取得させていた訳ではなか

ったことがうかがわれる。 



加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録を確認することはで

きない。 

このほか、申立人は保険料控除についての記憶は定かではなく、申立人が申

立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたこと

をうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4588 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年４月１日から 46年４月１日まで            

    私は、夜間部大学に入学した昭和 38 年４月１日から転職する 46年４月１

日までの期間、Ａ社及びＢ社に勤務していた。 

入社した当初は、Ａ社において、Ｆ業務を担当していたが、その後、同社

の事業主がＢ社を設立するに当たって、免許を取得し、同社の主任として、

両社にまたがって勤務していた。 

しかし、社会保険事務所に厚生年金保険の記録を照会したところ、Ａ社及

びＢ社で勤務していたすべての期間に加入記録が無い旨の回答をもらった。 

免許を取得しておらず、給与額も私より低かったと思われる同僚には厚生

年金保険の加入記録があるので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言から判断すると、申立人は、申立期間のうち、、Ｂ社が設

立された昭和 41年 10月まではＡ社において勤務し、Ｂ社が設立された以降の

期間は両社にまたがって勤務していたものと推認される。 

しかしながら、Ｂ社は、申立期間中の昭和 42 年１月 21日に雇用保険設置事

業所となっているものの、申立人には同社での雇用保険の加入記録は無いほか、

45年９月から同社において社会保険事務担当者であった者からは、「当時、申

立人はＡ社で勤務していた。」との陳述が得られた上、申立人自身も、「申立期

間中の給与はＡ社の事業主から手渡されており、Ｂ社から給与をもらった覚え

は無い。」と陳述していることなどから、申立人はＢ社が設立された 41 年 10

月以降も同社ではなく、Ａ社の従業員として取り扱われていたものと考えられ

る。 



一方、申立人の父親が当時勤務していた事業所が保管していた健康保険被扶

養者認定通知書及び被扶養者異動届をみると、申立人は、申立期間中の昭和

38 年 10 月 25 日から 46 年２月 16 日までは、父親の健康保険の被扶養者とし

て認定を受けていることが確認できることから、申立人が当該期間中、Ａ社及

びＢ社において、厚生年金保険被保険者として給与から厚生年金保険料を控除

されていたとは考え難い。 

なお、申立期間のうち、、昭和 46 年２月 16 日から同年４月１日までは、上

記被扶養者としての記録は確認できないが、申立人がＡ社及びＢ社を退職した

後に勤務したとするＤ社（現在は、Ｅ社。）に申立人の入社日及び勤務期間に

ついて照会を行ったところ、「資料が残っておらず詳細は不明であるが、当時、

入社後一定期間は試用期間として勤務し、その間は厚生年金保険に加入してい

なかった可能性を否定できない。」と回答している。 

さらに、Ａ社が新規適用事業所となった日は、申立期間の終期に当たる昭和

45年９月１日であり、申立期間のうち、同年８月 31日以前の期間は同社が適

用事業所となる前の期間であり、Ｂ社についても、適用事業所となった日は

42 年４月３日であり、申立期間のうち、同年４月２日以前の期間は同社が適

用事業所となる前の期間に当たる。 

加えて、Ａ社及びＢ社の同僚は、両社が厚生年金保険の適用事業所となる前

の期間の厚生年金保険料控除については不明としているほか、申立期間当時の

事業主は既に亡くなっていることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険

料控除について確認することができなかった。 

また、Ａ社及びＢ社に係る厚生年金保険被保険者名簿によると、申立期間中

の健康保険証の整理番号に欠番はなく、同名簿の記録に不自然な点は見当たら

ないほか、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除を確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4589 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料 

  を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 31年９月から 35年８月まで 

私は、Ａ社に昭和 31年９月から 35年８月まで勤務したが、社会保険事務

所に私の厚生年金保険の加入記録について照会したところ、当該期間の加入

記録が無い旨の回答をもらった。申立期間は同事業所に勤務していたことは

確かなので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間におけるＡ社での在職については、同僚からは具体的な陳

述を得ることができなかったものの、申立人は同事業所の所在地及び申立期間

当時の業務内容を明確に記憶していることから、申立期間当時、勤務していた

ものと推認される。 

   しかしながら、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所では無くなっており、

事業主の連絡先も不明であるため、申立人の厚生年金保険の加入状況等につい

ては確認することができなかった。 

一方、申立人はＡ社において請負として勤務していたと陳述しているところ、

同僚からは、「当時、請負として勤務していた社員は、厚生年金保険には加入

していなかったと思う。」との陳述が得られた。 

   また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿をみると、申立人が名前を挙げ

た同僚の加入記録は確認できず、同事業所では当時、すべての従業員を厚生年

金保険に加入させていた訳ではなかったことがうかがわれる。 

   さらに、申立人は、「Ａ社から健康保険証をもらった記憶は無い。」とも陳述

している。 

   加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間における厚生年金保険の被保険者記録は見



当たらない。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除については、これを確認できる関連資料及び周辺事情も無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4590 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年１月から 43年１月まで 

             ② 昭和 44年８月 27日から 45年８月 27日まで 

   厚生年金保険の記録を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に勤務

していた申立期間①及びＢ社に勤務していた申立期間②について厚生年

金保険の被保険者記録が無いとの回答であった。被保険者記録が無いこ

とに納得がいかないので、申立期間について被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が名前を挙げた同僚のＡ社における加入記

録が確認できることから、期間は特定できないものの、申立人の申立期間

①における在職は推認される。                                 

しかしながら、昭和 41 年 10 月にＡ社に入社したとする同僚は、約２年

後の 43 年 11 月に同社で厚生年金保険被保険者資格を取得していることが

確認でき、当該同僚からは、「入社後、健康保険証は会社で保管されている

と思っていたが、今考えると、健康保険証を使用したいことを申し出た後

に社会保険の加入手続が行われたのではないかと思う。」旨陳述が得られた

ことから、同社では、社会保険への加入の申し出が無い者については、入

社と同時に加入させていなかったことがうかがわれる。  

一方、Ａ社の現在の社会保険事務担当者は、「小さな子供がいる者及び健

康保険証を使用したい旨の申出のあった従業員に対しては、速やかに社会

保険の加入手続を行い、健康保険証も手渡している。」と陳述しているとこ

ろ、申立人は健康保険証を受け取った記憶は無く、申立期間当時、健康保

険証を使用したことも無かったとしているほか、厚生年金保険料の事業主



による控除についても具体的な記憶は無いと陳述している。 

また、当該被保険者名簿には健康保険の整理番号に欠番は無く、同名簿

の記録に不自然な点は見当たらない。 

さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等に

よる検索を行ったが、申立人の申立期間に該当する記録は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

申立期間②について、申立人はＢ社に勤務していたと申し立てていると

ころ、申立人が名前を挙げた同僚は、申立人は同社に勤務していたと陳述

していることから、申立期間②のうち、当該同僚の厚生年金保険の加入記

録が確認できる昭和 44年 12月 22日以降の期間については、同社に在職し

ていたことは推認される。 

しかしながら、申立人は上記以外の同僚を記憶していなかったため、Ｂ

社に係る厚生年金保険被保険者名簿から複数の同僚を抽出し、申立人の厚

生年金保険への加入状況等について照会したものの、これら同僚からは具

体的な陳述は得られず確認することはできなかった。 

一方、Ｂ社は、「社員の厚生年金保険被保険者資格取得届はすべて保存し

ているものの、申立人に係る同資格取得届が見当たらないことから、当時、

申立人を厚生年金保険に加入させていなかったことが考えられる。」として

いるほか、「厚生年金保険に加入させていない者から保険料を控除していた

とは考えられない。」とも陳述している。 

また、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等によ

る検索を行ったが、申立人の申立期間に該当する記録は見当たらない。 

このほか、厚生年金保険料の事業主による控除については、申立人に具

体的な記憶は無く、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚

生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。



大阪厚生年金 事案 4591 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年８月 10日から 41年２月１日まで 

             ② 昭和 41 年２月から 42年３月まで 

    申立期間①は、Ａ社に勤務し、正社員としてＢ業務に従事していた。 

申立期間②は、Ａ社を退職後、知人の紹介でＣ社に入社した。 

両社とも健康保険証が発行されていた記憶があり、厚生年金保険にも加入

していたと確信していたのにもかかわらず、厚生年金保険の加入記録が無く

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社提出の労働者名簿から、申立人が当該期間に同

事業所に在籍していたことが認められる。 

しかしながら、Ａ社は昭和 41年９月 29日に厚生年金保険の適用事業所では

無くなっており、既に事業主も死亡しているため、申立人の申立期間における

厚生年金保険の加入状況及び保険料控除等について確認することはできない

ほか、同事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿から複数の同僚を抽出し照会

を行ったが、これら同僚からも申立人の厚生年金保険の加入状況等について具

体的な陳述を得ることはできなかった。 

一方、上記の同僚からは、「Ａ社には、昭和 36年ごろに入社したが、入社と

同時に厚生年金保険には加入させてもらえず、約３年後の 39 年４月に加入手

続をしてもらった。」との陳述が得られたことから、当時同事業所では、すべ

ての社員を入社と同時に厚生年金保険に加入させていた訳ではなかったこと

がうかがわれる。 

また、Ａ社提出の昭和 40 年８月の健康保険被保険者報酬月額算定基礎届及

びＤ健康保険組合による健康保険被保険者標準報酬決定通知書において申立

人の氏名は確認できないほか、同事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿によ



ると、申立期間を含む 39 年４月１日から同事業所が適用事業所では無くなっ

た 41年９月 29日までの期間に、同事業所で厚生年金保険の被保険者資格を取

得している者も確認できない。 

さらに、上記の同僚及び申立人は、「申立期間当時、従業員は 10人ほどいた。」

と陳述しているところ、上記被保険者名簿によると、申立期間当時の被保険者

数は、２名から５名であることが確認でき、このことは、「経営不振等の事情

から希望者を厚生年金保険から脱退させる取扱いをしていた。また、厚生年金

保険に加入させていなかった従業員もいた。」との当時の事業主の長男の陳述

内容とも符合している。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間①における被保険者記録を確認することは

できないほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

申立期間②については、申立人が名前を挙げた同僚のＣ社での厚生年金保険

の加入記録が確認できるほか、申立人が陳述している業務内容が同社の業務内

容と一致していることから、雇用形態は不明ながら、申立人が当時同社で勤務

していたことは否定できない。 

しかしながら、Ｃ社の当時の事業主及び同僚から、申立人の申立期間②に係

る厚生年金保険の加入状況及び保険料控除については具体的な陳述は得られ

ず、確認することはできなかったほか、申立人自身も申立期間②に係る保険料

控除額等を記憶していないと陳述している。 

また、照会に対する回答が得られた同僚のうち、Ｄ業務に従事していた者か

らは「当時はＥ所で人員を確保し、直接作業所へ送っていた。」旨陳述が得ら

れたことから、当時、申立人は日雇特例被保険者であり、厚生年金保険の被保

険者では無かったことが考えられる。 

さらに、Ｃ社に係る厚生年金保険被保険者名簿の健康保険の整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点もうかがえない。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間②における被保険者記録を確認することは

できないほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4592 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 37年８月から 46年ごろまで 

私は、昭和 36 年７月１日から 37 年５月 25日までＡ社で勤務し、一度退

職したが、２か月後の同年８月ごろに以前と同じ条件で再就職し、46 年ご

ろまで勤務した。 

しかし、社会保険事務所で記録を確認したところ、再就職した昭和 37 年

８月から 46 年ごろまでの記録が無いと回答された。申立期間について厚生

年金保険に加入し勤務していたことは事実なので、記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間におけるＡ社での在職については、申立人が当時の同僚と

して名前を挙げた女性従業員の厚生年金保険加入記録が確認できること及び

同僚の陳述から、推認できる。 

また、当時の同僚から、女性社員はＢ業務に従事していたとの申立内容と符

合する陳述も得られたことから、申立人も同じ職種で勤務していたと考えられ

る。 

しかしながら、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立期間中

に複数回にわたって資格取得年月日を遡及
そきゅう

して訂正されている者が 17 名確認

できることから、当時、社会保険事務所による調査等が実施され、その結果、

当該遡及
そきゅう

訂正処理が行われたものと考えられるところ、これらの機会に、同社

が申立人の記録漏れに気づかず、また、社会保険事務所においてもこれを記録

しなかったとは考え難いことから、事業主は申立期間当時、申立人を厚生年金

保険に加入させていなかったことがうかがわれる。 

さらに、当時、申立人の夫が勤務していた事業所に係る厚生年金保険被保険

者名簿を見ると、被扶養者届が提出されたことを示す記録が確認できることか



ら、申立人が申立人の夫の被扶養者となっていた可能性も否定できない。 

加えて、申立期間当時、Ａ社で社会保険の事務を担当していた事業主夫婦は

既に亡くなっているほか、同僚からも申立人の申立期間における厚生年金保険

の加入状況及び保険料控除についての具体的な陳述を得ることはできなかっ

た。 

また、上記被保険者名簿には、申立期間当時の健康保険の整理番号に欠番は

無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらないほか、社会保険庁の記録にお

いて、申立人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、申立人の申立期

間における被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4593 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 26年４月１日から 28年９月１日まで 

             ② 昭和 28年 12月 25日から 29年５月 15日まで 

私は、Ａ社Ｂ支社で昭和 26 年４月からＣ業務に従事し、会社が倒産する

まで勤務した。長い期間、厚生年金保険料を控除されていたはずなのに加入

期間が３か月しかないのは納得できない。申立期間①及び②を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は昭和 26 年４月１日からＡ社で勤務していた

と申し立てている。 

しかしながら、昭和 28 年２月にＡ社に入社した１歳年少の同僚は、申立人

が同年８月又は同年９月ごろに入社してきたと具体的に陳述していることか

ら、申立人は、申立期間①のうち、少なくとも同年８月ごろまではＡ社Ｂ支社

に入社していなかったことがうかがわれる。 

なお、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿から、同社において厚生年金保

険の加入記録がある同僚を抽出し、申立人の入社時期及び勤務期間等について

照会したが、具体的な陳述は得られなかった。 

また、Ａ社の複数の同僚は、同社では入社してから１か月から３か月後に厚

生年金保険に加入したと陳述していることから、同社では入社と同時には厚生

年金保険に加入させていた訳ではなかったことがうかがわれる。  

さらに、上記被保険者名簿には、申立期間当時の健康保険の整理番号に欠番

は無く、記録に不自然な点は見当たらない上、社会保険庁の記録において、申

立人の氏名の読み方の違い等による検索を行っても、申立人の申立期間①にお

ける被保険者記録は確認できない。 



このほか、申立人は申立期間における保険料控除についての記憶は無く、申

立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険料を控除され

ていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

申立期間②について、申立人はＡ社を退職後に失業給付を受けた記憶がある

と陳述していることから、同社で少なくとも半年間は勤務していたことが推定

でき、申立人の申立期間における在職を否定できない。 

一方、Ａ社の複数の同僚は、「申立人が勤務していたＡ社Ｂ支社は昭和 28

年 12月 25日に操業を停止し、ほぼすべての従業員がその時点で解雇された。」

と陳述しており、同社に係る厚生年金保険被保険者名簿をみると、昭和 28 年

12 月 25 日に資格を喪失している者が申立人を含め 10 人、同年 12 月 30 日に

資格を喪失している者が 13 人確認できることから、Ａ社Ｂ支社に勤務してい

た者は、この時点ですべて資格喪失手続が行われたものと考えられる。 

また、当該複数の同僚の陳述により、Ａ社Ｂ支社は、操業停止後もＤ業務等

の残務処理が数か月間行われていたことがうかがわれるものの、当時の事業主

は所在が不明である上、同僚からも申立人の申立期間②における厚生年金保険

の加入状況及び保険料控除についての具体的な陳述は得られなかった。 

さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行っても、申立人の申立期間②における被保険者記録は確認できない。 

このほか、申立人は申立期間②における保険料控除についての記憶は無く、

申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険料を控除さ

れていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4594 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  平成４年８月１日から６年２月 28日まで 

私は、ずっとＡ社の代表取締役であり、約 50 万円の役員報酬を受けてい

た。退職の２年から３年前からは役員報酬を約 38 万円に変更した記憶があ

るが、それ以外で報酬月額を大きく減額した記憶は無い。それなのに、社会

保険事務所の職員から、申立期間の標準報酬月額が遡及
そきゅう

訂正され、９万

8,000円となっている旨の説明を受けた。 

社会保険の手続は経理担当者が行っており、私は遡及
そきゅう

訂正の手続に関与し

ていないし、社会保険事務所の職員と相談したことも無い。 

申立期間の標準報酬月額が、訂正前の 38 万円であったことを認めてほし

い。 

            

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間における標準報酬月額は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業

所で無くなった日（平成６年２月 28日）の後の平成６年５月 10日付けで、さ

かのぼって 38万円から９万 8,000円に引き下げる訂正処理が行われているこ

とが、社会保険庁のオンライン記録から確認できる。 

   しかし、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、申立人は、申立期間当時に同社の代

表取締役であったことが確認でき、申立人自身も代表取締役であったと陳述し

ている。 

   また、申立人は、標準報酬月額の減額の遡及
そきゅう

訂正について、自身は関与して

おらず、社会保険関係の手続は、経理担当者が行っていたと申し立てているが

当該経理担当者は既に死亡しているため、陳述を得ることができない。 



さらに、申立人は「当時の経営状況は苦しかった。」とも陳述しており、当

該標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正は、会社の業務の一環としてなされた行為であると

推認できる。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責任

を負っている代表取締役として、自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理の無

効を主張することは信義則上許されず、申立期間における標準報酬月額に係る

記録の訂正を認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 4595 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 昭和 36年８月から 39年７月まで 

             ② 昭和 46年 10月から 49 年 12月まで 

             ③ 昭和 60年から平成４年まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、申立期間①、

②及び③について加入記録が無い旨の回答を受けた。申立期間①はＡ社で、

申立期間②はＢ社で、申立期間③はＣ社でそれぞれ勤務していたので、厚生

年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人は、Ａ社に勤務し厚生年金保険に加入してい

たと申し立てている。 

   しかし、Ａ社は、社会保険事務所において厚生年金保険の適用事業所として

の記録は無い。 

また、Ａ社の所在地を管轄する法務局に商業登記に係る記録も見当たらない

上、事業主も所在不明であるため、事業主等から申立人の申立期間に係る勤務

の実態及び厚生年金保険料控除の状況を確認することはできない。 

   さらに、申立人がＡ社の上司及び同僚として記憶している者のうち２人は、

社会保険事務所の記録において、同社に係る厚生年金保険の加入記録は無い。 

   加えて、前述の同僚等２人のうち聴取のできた１人は、「Ａ社で健康保険証

をもらった記憶は無く、給与から厚生年金保険料が控除されていたかどうかも

分からない。」と陳述している。 

   申立期間②については、Ｂ社に係る商業登記の記録によると、申立人が昭和



48年２月 16日に同社の取締役に就任していることが確認できることから、時

期は特定できないものの、申立人が同社に在籍していたことは推認することが

できる。 

   しかし、Ｂ社は、社会保険事務所において厚生年金保険の適用事業所として

の記録は無い。 

   また、商業登記の記録によると、Ｂ社は昭和 54 年に解散しており、事業主

の所在も不明のため、事業主等から申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生

年金保険料控除の状況を確認することができない。 

   さらに、申立人は、申立期間を含む昭和 46 年４月から 49 年 12 月までの期

間の国民年金保険料を納付している。 

加えて、申立人がＢ社に同期で入社したとする同僚も、同社における厚生年

金保険の加入記録は無く、同人も申立期間について国民年金保険料を納付して

いる。 

   申立期間③については、申立人は、Ｃ社にアルバイトとして勤務していたと

しているところ、同社の事業主は、「申立人の勤務実態は確認できないし、当

社ではアルバイトは社会保険に加入させていない。また、社会保険に加入させ

ていない従業員の給与から厚生年金保険料を控除することはあり得ない。」と

陳述している。 

   また、申立人は、申立期間を含む昭和 58年４月から平成７月 12月までの期

間に、国民年金保険料の申請免除を受けている。 

   さらに、申立人は、Ｃ社から健康保険証をもらった記憶は無いとしている。 

   このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る保険料控除を確認できる関

連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4596 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年７月１日から同年９月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

Ｂ支店に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いと回答を受けた。 

昭和 38 年からは試用期間も厚生年金保険に加入するようになっているの

で、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保有するＣ社Ｄ支店発行の個人履歴書から、申立人が、申立期間に、

Ａ社Ｂ支店に試用Ｇ職として勤務していたことが認められる。 

しかし、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の適用について、Ｃ社Ｅ支店

は、「試用期間については、入社後少なくとも２か月間は厚生年金保険に加入

させない取扱いであった。」としており、また、Ｆ社は、昭和 38年以降、試用

期間は厚生年金保険に加入させる旨の通達が発出されたが、実際の厚生年金保

険の加入については、各事業所の裁量にゆだねられていたとしている。 

また、申立人が記憶する同僚のうち、申立期間にＢ支店に勤務していた者は、

同人の記憶によれば、昭和 39年９月 29日に入社し、臨時雇用及び試用社員の

期間を経て、40 年１月１日にＦ社の共済に加入しているが、共済加入までに

厚生年金保険の加入記録は無く、「申立期間当時、試用期間が２か月から３か

月程度有り、試用期間中の者のほとんどは厚生年金保険に加入していなかっ

た。」と陳述している。 

さらに、申立人が記憶するほかの同僚２人についても、厚生年金保険の加入

記録は無い。 

加えて、社会保険事務所のＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立期間の健康保険整理番号に欠番は無く、同名簿の記載内容に不自然な



点もうかがえない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周

辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 4597 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成元年９月 14日から３年 10月９日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務していた期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。 

申立期間もＡ社に継続して勤務していたことは間違いないので、厚生年金

保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人、事業主及び同僚は、申立人が途中で正社員から請負という契約形態

に変更した旨陳述している。一方、請負となった時期について、申立人に明確

な記憶は無いものの、申立人は 10 年間ぐらい請負をしていたとしており、申

立人の厚生年金保険の資格喪失日が平成 12 年６月２日であることから申立期

間前後に請負の契約形態になったものと推認できる。 

また、Ａ社の担当者は、請負という契約形態に変更した者については社会保

険を脱退させていたとしているところ、厚生年金保険被保険者名簿において申

立期間の前後にいったん資格を喪失している同僚のうち８人は申立人と同様、

請負となったことによるものであることが、同担当者及び同僚自身の陳述から

推認できる。しかし、同担当者は、申立人の場合、請負という契約形態ではあ

ったものの、家族の事情により健康保険への加入を希望したため、平成３年

10月９日から社会保険に再加入させたと陳述している。 

さらに、申立人の雇用保険、Ｂ健康保険組合及びＣ厚生年金基金の記録をみ

ると、申立期間についての記録は無く、厚生年金保険と同様、平成３年 10 月

９日に資格を取得していることが確認できる。 

加えて、事業主は厚生年金保険に加入させていない期間について、給与から

保険料を控除することは無かったと陳述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 4598 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 34年１月から 36年３月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

（現在は、Ｂ社。）に勤務していた期間のうち、申立期間の加入記録が無い

旨の回答をもらった。 

申立期間もＡ社に勤務していたことは間違いないので、厚生年金保険被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人は、昭和 33 年８月 20 日から 40 年６月

30日までＡ社に継続して勤務していたことが認められる。 

しかし、事業主は、申立人の厚生年金保険被保険者証の原本を保管しており、

当該被保険者証によると「初めて資格を取得した年月日」は昭和 36 年３月１

日であることが確認でき、これは社会保険事務所の記録と符合する。 

また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿により連絡先が判明し、自身の

入社日を記憶していた同僚３人のうち２人は、それぞれ入社したとする日から

２年１か月後及び６か月後に厚生年金保険に加入していることが確認でき、当

時当事業所では必ずしもすべての従業員を入社と同時に厚生年金保険に加入

させる取扱いは行っていなかったものとみられる。 

さらに、当該被保険者名簿を確認したが、健康保険の整理番号に欠番は無く、

同名簿に不自然な点は見られない。 

加えて、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除につい

ては、申立人に明確な記憶が無く、また、これを確認できる関連資料及び周辺

事情も無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4599 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：                                

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  平成８年７月１日から９年８月 31日まで 

社会保険事務所から、私の夫の申立期間における標準報酬月額が９万

8,000円であるとの説明があった。平成８年又は９年ごろからＡ社の経営が

苦しくなり、代表取締役であった夫の報酬月額が 50 万円台から下がった記

憶はあるが、９万 8,000円ということはない。 

当時の社会保険事務は、夫と社員の一人が担当していた。 

申立期間の標準報酬月額が実際の報酬月額より低くなっていると思われ

るので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め 

て行ったものである。 

            

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間における標準報酬月額は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業

所で無くなった日（平成９年８月 31日）の後の平成９年９月 10日付けで、８

年７月から同年９月までは 59万円から、同年 10月から９年７月までは 50万

円から、それぞれ９万 8,000円にさかのぼって引き下げる訂正処理が行われて

いることが、社会保険庁のオンライン記録から確認できる。 

   しかし、Ａ社の閉鎖登記簿謄本から、申立人は同社の代表取締役であり、そ

の妻も取締役であったことが確認でき、同人も、「申立期間当時に申立人は同

社の代表取締役であった。」と陳述している。 

   また、申立人の妻は、「申立期間当時、Ａ社には厚生年金保険料の滞納があ

った。」、「申立期間当時の社会保険事務は、代表取締役であった申立人と社員



の一人が担当していた。」としていることから、申立人が、会社の業務の一環

としてなされた標準報酬月額の減額訂正の手続に、関与していなかったとは考

え難い。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責任

を負っている代表取締役として、自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理の無

効を主張することは信義則上許されず、申立期間における標準報酬月額に係る

記録の訂正を認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4600 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年６月１日から 34年５月１日まで 

             ② 昭和 34年５月１日から 37年４月１日まで 

    私は、Ａ社で昭和 32年６月１日から 34年５月１日まで（申立期間①）Ｃ

職として勤務した後、Ｂ社でもＣ職として同年５月１日から 37 年４月１日

まで（申立期間②）勤務した。しかし、社会保険庁の記録では、いずれの期

間も厚生年金保険の加入期間として見当たらないので、申立期間①及び②を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立期間当時のＡ社の従業員の一人が申立人を記憶

していることから、申立人が申立期間のうち、の一定期間について同社に勤

務していたことは推定できる。 

しかし、健康保険組合のＡ社に係る健康保険加入記録をみると、申立人の

加入記録が無く、申立期間当時の同社の事業主及び社会保険事務担当者は連

絡先不明のため、これらの者から申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控

除について確認することができない。 

また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿をみると、健康保険の整理番

号に欠番は無く、一連の手続に不備があったとは考え難い。 

申立期間②について、申立人がＢ社で申立期間において継続して勤務して

いたことは、申立期間当時の事業主の陳述から推定できる。 

しかし、申立人は申立期間当時のＢ社の従業員数は約 10 人と陳述してい

るところ、同社に係る厚生年金保険被保険者名簿をみると、申立期間におけ

る被保険者数は、５人であることが確認できる。この点について申立期間当

時の同社の事業主は、「従業員の希望を聞いて厚生年金保険の加入手続を取

らないことがあった。」と陳述している。 

また、昭和 36年９月ごろにＢ社に入社したとする従業員は、同年 11月６



日に厚生年金保険被保険者資格を取得しており、同人が記憶する別の従業員

については、申立人と同様に同社での加入記録が見当たらない。 

以上のことから、Ｂ社は、申立期間当時、必ずしもすべての従業員を厚生

年金保険に加入させていなかったものと考えられる。 

さらに、Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者名簿をみると、健康保険の整理

番号に欠番は無く、一連の手続に不備があったとは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間①及び②において事業主により給与から厚生

年金保険料を控除されていたことをうかがわせる資料及び周辺事情等は見

当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険

者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4601 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年６月から同年 10月９日まで 

    私は、Ａ社で昭和 31年６月から同年 10月８日までの期間、Ｂ職として勤

務した。しかし、社会保険庁の記録では、厚生年金保険の加入期間として見

当たらないので、同社で勤務していた期間を被保険者期間として認めてほし

い。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間のうち、の一定期間についてＡ社で勤務していたことは、

申立人が記憶する同社所在地の昭和 35 年版住宅案内図帳に同社の記載が確

認できることから推定できる。 

しかし、社会保険庁の記録において、Ａ社は厚生年金保険の適用事業所と

はなっていない。このことは、同社が個人事業所であり、従業員数は事業主

夫婦を除き、２人から３人であったとする申立人の陳述と符合する。 

また、Ａ社は、雇用保険適用事業所としての記録を確認することができず、

商号登記簿を調査しても該当する事業所を確認することができなかった。 

さらに、申立人は事業主及び同僚の氏名を記憶しておらず、これらの者か

ら申立期間に係る申立人の勤務状況及び保険料控除について確認すること

ができない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる周辺事情等は見当たらない。 
その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険

者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4602 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  女 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和３年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 41年８月１日から 44年１月７日まで 

私は、亡夫が経営していたＡ社に勤務し、Ｂ業務に従事していた。40年

も前の事なので、証明できる書類等は何も残っていないが、申立期間におい

ても勤務していた。申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、Ａ社に勤務していた複数の従業員の陳述内容から判断すると、

申立人が申立期間も同社で継続して勤務していたことが推定できる。 

しかし、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿をみると、申立人は昭和 41

年８月１日付けで被保険者資格を喪失し、健康保険被保険者証を社会保険事務

所に返却した後、44 年１月７日付けで同社において被保険者資格を再取得し

ていることが確認できる。 

また、当該被保険者名簿に係る健康保険整理番号に欠番は無いことから、一

連の手続に不備があったとは考え難い。 

さらに、Ａ社事業主の妻であり、同社役員及び事務責任者でもあった申立人

が、資格喪失届を誤って社会保険事務所に提出したことに気付かなかったとは

考え難い。 

加えて、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除について

は、申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関連資料及び周辺事情も無

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4603 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住        所 ：  

                

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33年４月から 35年１月７日まで 

     私は、昭和 33年４月から 35年１月６日までの期間、Ａ社に住み込みで勤

務していた。 

申立期間当時は、若かったこともあり、あまり記憶が定かではないが、

昭和 35年２月に他の事業所に転職した際、厚生年金保険の手帳を提出した

覚えがあるのでＡ社でも社会保険には加入していたはずである。 

申立期間について、勤務していたことに間違いはないので当該期間を厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間のうち、一定期間、Ａ社で勤務していたことは、申立人

より先に同社に入社した同僚の証言から推定できる。 

しかし、申立人と同じくＡ社に住み込みで勤務していたとする同年代で同職

種の同僚も同社での厚生年金保険加入記録は無く、申立期間当時、同社は一部

の従業員について厚生年金保険の加入手続を行わなかったものと考えられる。 

また、申立期間当時のＡ社の事業主及び上記同年代で同職種の同僚は既に死

亡しているため、これらの者から申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除

の状況について、確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4604 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年２月ごろから同年８月１日まで 

         ② 昭和 39年 10月ごろから 40年１月４日まで 

         ③ 昭和 40年５月１日から同年６月 10日まで 

         ④ 昭和 42年７月 10日から 43年７月 10日まで 

     私の厚生年金保険の加入期間について社会保険事務所に照会したところ、

昭和 38年２月ごろから同年 12月 20日まで勤務していたＡ社の記録、39年

10月ごろから 40年６月 10日まで勤務していたＢ社の記録及び 42年５月１

日から 43 年７月 10 日まで勤務していたＣ社の記録のうち、申立期間につ

いて厚生年金保険に加入していた記録が無い旨の回答を得た。当該期間は

上記各事業所に継続して勤務しており、Ａ社及びＣ社勤務時は特別な思い

出があり、また、Ｂ社の期間は、東京オリンピックが開催された月に入社

したのを覚えている。社会保険庁に記録されている私の厚生年金保険の加

入記録については納得がいかない。当時の給与明細等の資料は処分してし

まい手元に無いが、給料から保険料が控除されていたはずである。申立期

間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、昭和 38年２月ごろＡ社に入社し、同年 12

月 20 日まで継続して勤務し、事業主より厚生年金保険料を控除されていたと

申し立てている。 

申立人が申立期間のうち、の一定期間Ａ社に勤務していたことは、申立期間

に同社で勤務していたことが確認できる同僚１人の陳述により推定できる。 

しかし、別の同僚２人は、申立期間においてＡ社では、入社後３か月から６

か月間の試用期間があり、試用期間終了後に社会保険に加入するようになって

いたと陳述しており、当該２人の厚生年金保険加入記録をみると、入社後一定

期間後に資格を取得していることが確認できる。 

また、Ａ社は、平成２年７月に厚生年金保険の適用事業所では無くなってお

り、申立期間当時の事業主も既に死亡していることから、申立期間における申



立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

申立期間②及び③について、申立人は、昭和 39 年 10 月ごろＢ社に入社し、

40年６月 10日まで継続して勤務し、事業主より厚生年金保険料を控除されて

いたと申し立てている。 

しかし、申立人が記憶している同僚２人及び社会保険事務所の厚生年金保険

被保険者原票から申立期間においてＢ社で勤務していたことが確認できる８

人の同僚に、申立人の申立期間②及び③における勤務状況を確認したが、10

人全員が「記憶していない。」と陳述している。 

また、Ｂ社は、昭和 49 年１月に厚生年金保険の適用事業所では無くなって

おり、申立期間当時の事業主も連絡先不明であることから、申立期間における

申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができな

い。 

申立期間④について、申立人は、Ｃ社に昭和 42 年５月１日から 43 年７月

10 日まで継続して勤務し、事業主より厚生年金保険料を控除されていたと申

し立てている。 

しかし、社会保険事務所のＣ社に係る厚生年金保険被保険者名簿から申立期

間に同社で勤務していたことが確認できる 11 人の同僚に申立人の申立期間に

おける勤務状況を確認したところ、11人全員が「記憶していない。」と陳述し

ている。また、申立期間におけるＣ社の総務・経理事務担当者も申立人のこと

を「記憶していない。」と陳述している。 

さらに、Ｃ社は、「当時の勤務実態及び保険料控除等については、資料を破

棄しているため不明である。」旨回答している。 

このほか、申立人が、申立期間①、②、③及び④において事業主により給与

から厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる関係資料及び周辺事

情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②、③及び④に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4605 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年３月 10日から同年 12月 31日まで 

             ② 昭和 36年１月７日から 38年９月１日まで 

    厚生年金保険加入期間について、社会保険事務所に照会申出書を提出した

ところ、Ｂ社の昭和 35年３月 10日から同年 12月 31日までの期間及びＡ社

の36年１月７日から38年９月１日までの期間について脱退手当金支給済み

との回答を受けた。 

    昭和 38 年８月末に退職してすぐに実家に帰った。失業保険は１回もらっ

たが、脱退手当金及び退職金はもらった記憶が無い。 

    脱退手当金は受け取っていないので、調査してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

そこで、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が記載されてい

るページを含む前後 10 ページに記載されている女性のうち、申立人と同一時

期(おおむね２年以内。)に受給要件を満たし資格を喪失した者 21名について、

脱退手当金の支給記録を調査したところ、申立人を含め 12 名に支給記録が確

認でき、その全員が資格喪失日から約５か月以内に支給決定がなされている上、

当該支給決定の記録がある２名が事業主による代理請求で脱退手当金を受領

したと陳述していることを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事

業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格

喪失日から約１か月後の昭和 38 年 10月 24日に支給決定されている上、申立

人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給してい

ないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4606 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年 10月 16日から同年 11月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

（現在は、Ｂ社。）での厚生年金保険の資格喪失日は、昭和 46 年 10 月 16

日である旨の回答をもらった。同社には、同年10月31日まで勤務したので、

申立期間も厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に昭和 46年 10月 31日まで勤務したため、同年 11月１日が

正しい資格喪失日であると申し立てている。 

しかし、Ｂ社が保有するＣ厚生年金基金の加入記録における申立人の資格喪

失日は昭和 46 年 10 月 16 日であり、また、雇用保険の記録による申立人の離

職日は同年 10月 15日となっており、いずれも社会保険事務所の記録と一致し

ている。 

さらに、Ｂ社の人事担当者は、「申立期間当時の資料等が無いため、申立人

の退職日は不明である。」としており、申立人の申立期間における勤務実態及

び厚生年金保険料控除について確認することはできなかった。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人が名字を記憶していた同僚が確

認できたものの、当該同僚の所在は不明であり、当該同僚からは申立人の申立

期間における勤務実態及び厚生年金保険料控除について陳述を得ることはで

きなかった。 



このほか、当委員会において、申立人から直接意見の陳述を受けたが、申立

期間における給与支給時期及び健康保険被保険者証の返納時期並びに厚生年

金保険料の控除等について陳述を得ることができなかったほか、申立人が申立

期間において事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことを

うかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4607 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年４月１日から 43年 12月 25日まで 

私は、Ａ社で勤務していた時に、個人商店のＢ事業所から、法人化したい

ので会社の総務関係を担当してほしいと言われ、正社員として入社した。給

与も従業員の中では一番高額だったのに、同社での勤務期間が厚生年金保険

の被保険者期間とされていないのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録（昭和 41年４月１日に資格を取得、43年１月 25日に離職。）

及び複数の同僚の陳述から、雇用形態は特定できないものの、申立期間当時、

申立人がＣ社に勤務していたことが認められる。 

しかし、社会保険庁の記録から、Ｃ社の厚生年金保険の新規適用日は昭和

39 年８月１日となっていることが確認でき、社会保険事務所が保管する同社

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同社の新規適用日以降、

申立期間中に資格を取得している者は 29 人みられるものの、申立人に該当す

る記録は確認できないところ、同名簿の健康保険の整理番号に欠番は無く、ま

た、同名簿の記載内容に不自然な点もうかがえない。 

さらに、申立人は、昭和 38年４月１日から 43年 12 月 25日までＣ社に勤務

していたと申し立てているところ、社会保険庁の記録において、当該申立期間

と重なる 38年４月 15日から 52年５月 26日まではＤ社において厚生年金保険

の被保険者であったことが確認できる。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立期間においてはＤ社以外の厚生年金保険被保険者記録は

見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料



を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4608 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 23年３月から同年７月１日まで 

       私は、Ａ社に昭和 23 年３月から 26 年３月末日まで勤務したのに、厚生

年金保険の被保険者資格の取得日は 23 年７月１日とされているのは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における申立期間当時の同僚 10 人に対して照会したところ７人から回

答があり、このうち５人の同僚は、「同社では、入社後２か月から５か月まで

の試用期間があり、その間は厚生年金保険に加入していなかった。」旨回答し

ている。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿において健康保険の整理番号に欠番は無く、同名簿の記載内容に不自然な

点もうかがえない。 

さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無い。 

加えて、Ａ社の申立期間当時の社長は既に亡くなっており、同社も既に廃業

していることから、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認する

ことができなかった。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4609 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年３月８日から 34年３月 19日まで 

    私は、高校を卒業後、既に合格していた２社ではなく、叔母に誘われて、

いとこの勤務するＡ社に入社した。社長の家に下宿し、昭和 32 年３月８日

から 34年３月 19日まで同社に勤務し、親会社のＢ社でＣ業務に従事してい

た。社会保険庁の記録では、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間とされ

ておらず納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が名前を挙げたＡ社の取締役２人の陳述から、在職期間は特定できな

いものの、申立人が申立期間当時、同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人は、Ａ社に入社以来、社長宅に下宿し、親会社のＢ社で勤務

していたとしているところ、申立人が名前を挙げた同僚８人にも、Ａ社におけ

る厚生年金保険の被保険者としての記録が無いことから、事業主は、申立期間

当時においてすべての従業員を厚生年金保険に加入させていた訳ではないこ

とがうかがわれる。 

また、社会保険事務所が保管する厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿

において、申立人がＡ社に入社したとする昭和 32 年３月に厚生年金保険の記

号番号を払い出されている約 2,600人分の記録を調査したが、同社及びＢ社を

含め、どの事業所においても申立人に係る厚生年金保険の記号番号が払い出さ

れた形跡は見当たらなかった。 

さらに、同僚調査においても申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除

についての確認はできなかった。 

 加えて、Ａ社は、昭和 36年６月 30日に適用事業所で無くなっているほか、

同社の申立期間当時の事業主及び給与担当者は既に亡くなっており、これらの



者から同社における申立人の厚生年金保険料控除について確認することはで

きない。 

また、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無い。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4610 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年６月から同年８月まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ

社に勤務していた申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同社に

勤務していたことは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人は、昭和 49年６月６日から同年８月 25日ま

でＡ社に勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ａ社の事業主は、「申立期間当時を含めたすべての『健康保険厚

生年金保険の資格取得喪失届』の控え及び昭和 49 年の定時決定に係る『被

保険者標準報酬決定通知書』を保管しているが、その中に申立人の氏名は無

いことから、申立人は、厚生年金保険の被保険者となっておらず、厚生年金

保険料の控除もされていなかったはずである。」と陳述している。 

また、上記事業主は、「現在、アルバイト等の社会保険加入手続について

は、雇用保険のみ入社時に行い、健康保険及び厚生年金保険については約１

か月後に行っていることから、申立期間当時もそのような取扱いを行ってい

たと考えられる。」と陳述している。 

さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等によ

る検索を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無

い。 

加えて、申立人は健康保険被保険者証の受領及び厚生年金保険料控除の有

無について覚えておらず、また、同僚からも保険料控除について確認するこ

とはできなかった。 



このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4611 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年４月から 49年９月まで 

        私がＡ社（現在は、Ｂ社。）に勤務していた時の厚生年金保険加入期間

のうち、申立期間の標準報酬月額については、社会保険庁の記録では、昭

和 47年３月までの標準報酬月額より低くなっている。 

 入社以来、給料が下がったことがなく納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

企業年金連合会が保管しているＣ厚生年金基金に係る標準報酬月額の記録

から、申立人の申立期間に係る標準報酬月額が社会保険庁の記録と同じである

ことが確認できることから、事業主は、社会保険庁の記録どおり、申立人の標

準報酬月額の届出を行ったと考えられる。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿の申

立人の記録があるページを見ると、多数の被保険者の標準報酬月額が申立人と

同じ昭和 47 年４月に下がっていることが確認できるほか、申立人が名前を挙

げた同期入社の同僚９人全員も標準報酬月額が下がっていることが社会保険

庁のオンライン記録により確認できる。 

さらに、複数の同僚は、「標準報酬月額が下がった理由は、昭和 47年に当該

事業所の賞与の支給回数が年４回から２回に変わったため。」と陳述している。 

これらのことから、申立期間当時、社会保険庁では年間４回以上の賞与は標

準報酬月額決定の算定基礎とするよう事業所を指導していたところ、当該事業

所が賞与の支給回数を４回から２回に見直したことにより、算定基礎とされな

くなったために標準報酬月額が低くなったと考えられる。 

このほか、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく



厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立てに係る標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4612 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、労働者年金保険の被保険者であったとは認め

られない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 16年４月１日から 17年７月６日まで 

             ② 昭和 17年８月 10日から 18年 10月 31日まで 

労働者年金保険及び厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会し

たところ、Ａ社に勤務した申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。

同社には徴用された期間を除き継続して勤務していたので、申立期間につい

て労働者年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社に勤務し、労働者年金保険の被保険者であったと

申し立てている。 

しかし、申立期間①のうち、昭和 16 年 12 月 31 日以前の期間については、

労働者年金保険法が施行される前の期間に当たり、また、17年１月１日から同

年５月 31 日までの期間については、同法の施行準備期間で、労働者年金保険

の被保険者とはならない期間とされている。 

さらに、申立期間①のうち昭和 17 年６月１日から同年７月６日までの期間

及び申立期間②については、労働者年金保険法の施行後の期間であるものの、

同法において、適用対象者は男子筋肉労働者のみとされているところ、申立人

は、自ら当該事業所ではＢ職であったと陳述しており、男子筋肉労働者では無

かったと認められることから、労働者年金保険法の被保険者としては取り扱わ

れていなかったものと考えるのが相当である。 

これらのことから、申立人が申立期間において労働者年金保険の被保険者で

あったことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4613 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年５月１日から 14年４月 26日まで 

    社会保険庁の記録では、私がＡ社に勤務していた期間のうち、平成４年５

月から 14年３月までの期間の標準報酬月額が、実際に受け取っていた給与

額と相違している。 

    申立期間の給与明細書があるので、実際に受け取っていた給与額に見合う

標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間における標準報酬月額の相違について主張しているもの

の、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行

われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、こ

れらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立人から提出のあった申立期間に係る給与明細書における厚生年金保険

料控除額を基に算定した標準報酬月額は、社会保険庁の申立人に係る標準報酬

月額と同額又はそれよりも低額となっている。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立期間については、申立人が厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4614 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料   

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和８年生 

    住    所  ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  : ① 昭和 39年１月４日から 40年６月 21日まで 

             ② 昭和 40年６月 21日から 41年８月１日まで 

    私は、昭和 39年１月から 42年６月までＡ社に勤務していたが、厚生年金

保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、39年１月から 40年５

月までの加入記録がＢ社とされており(申立期間①)、同年６月から 41年７

月までの加入記録が無かった(申立期間②)。 

申立期間①をＡ社の厚生年金保険被保険者期間に訂正し、申立期間②を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人はＡ社に勤務していたが、社会保険庁の記録

では、当該期間の事業所名がＢ社とされていると申し立てている。 

しかしながら、Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者名簿には申立人の名前が確

認でき、同社の商業登記簿謄本の役員欄に申立人が上司と記憶している者の氏

名も確認できる。 

   また、申立期間①当時、Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者名簿で資格を取得

していることが確認できる複数の従業員は、「Ａ社の入社試験を受けたが、事

前に関連会社の配属になる場合もあるとの説明を受け、実際の採用では、関連

会社のＢ社に配属になった。」と陳述しているところ、Ａ社は、「申立人を当社

で採用したが、配属はＢ社になり、厚生年金保険の被保険者資格も同社で取得

させた可能性がある。」と回答している。 

   上記の事情から判断すると、申立人は、申立期間①において、厚生年金保険

の事業所名がＡ社であったと認めることはできない。 

申立期間②については、申立人は、昭和 40年６月 21 日から 41 年８月１日



の期間について、Ａ社に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、申立人の雇用保険の記録は、厚生年金保険の加入記録と一致

する上、Ａ社から提出のあった申立人の厚生年金保険の資格取得届（取得日：

昭和 41 年８月１日。）及び資格喪失届（喪失日：昭和 42 年６月 11 日。）の日

付は社会保険庁の記録と一致する。 

また、申立期間②当時、Ｂ社及びＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿で名

前が確認でき、住所が判明した同僚 38 人(Ｂ社在籍８人、Ａ社在籍 13 人、両

社に在籍 17 人。)に文書照会したところ、26 人から回答があり、全員が「申

立人のことを知らない。」と陳述している。 

さらに、Ａ社には申立人の人事記録等は残されておらず、申立期間における

申立人の勤務の状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができ

ない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除につては、申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関連資料及び

周辺事情も無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4615 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年 11月ごろから 34年 12月１日まで 

  ② 昭和 34年 12月１日から 35年８月ごろまで 

  ③ 昭和 38年８月ごろから 40年３月ごろまで 

   私は、昭和 32年 11月ごろから 35年８月ごろまでＡ市Ｂ町のＣ事業所に、

また、38年８月ごろから 40年３月ごろまでＤ市Ｅ町のＦ社に勤務していた。

社会保険庁の記録では、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。両社に

勤めていたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①の昭和32年11月ごろから34年12月１日までの期間については、

同僚の証言から、申立人は、時期は明確でないもののＣ事業所に勤務していた

ことが推認できる。 

しかし、Ｃ事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 34年 12月

１日であり、申立期間①は適用事業所となっていない。 

また、Ｃ事業所の同僚１名は申立期間①について、「当時の従業員数は３名

から４名で、社会保険には加入できなかった。」と証言している。 

申立期間②の昭和 34年 12月１日から 35年８月ごろまでの期間については、

申立人は、Ｃ事業所に継続して勤務していたと申し立てている。 

しかし、Ｃ事業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 34年 12月１日

に被保険者資格を取得した複数の同僚は、申立人が申立期間②に在籍していた

かについて「記憶していない。」と証言している。 

また、申立人は、「Ｃ事業所を退職した後、Ｇ社のＨ県で秋から約１年勤務

した。」と陳述しており、その後、Ｉ社で昭和 36 年１月１日に厚生年金保険



の被保険者資格を取得していることが確認できることから、申立人がＣ事業所

を退職した時期は 34 年の秋期と考えられ、申立期間②当時、申立人はＣ事業

所に在籍していなかったと推認される。 

申立期間③の昭和 38 年８月ごろから 40 年３月ごろまでの期間については、

申立人は、Ｆ社に勤務していたと申し立てている。 

しかし、Ｆ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 44 年８月１日

であり、申立期間③は適用事業所となっていない。 

また、Ｆ社は、「申立人に係る人事記録は残されておらず、当時の事情を知

る者もいない。」と回答しており、さらに、申立人は、同社における同僚を１

人も記憶していないことから、申立人の同社における勤務の状況及び保険料控

除について確認することができない。 

このほか、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料の事業主による控除

については、申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関連資料及び周辺

事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4616 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 37年 11月から 38 年８月まで 

②  昭和 44年 10月から 45年７月まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社及

びＢ社に勤務していた期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。私は、

申立期間に勤務したのは間違いないので、申立期間について厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①の昭和 37年 11月から 38年８月までの期間については、申立

人はＡ社の正社員として勤務していたと申し立てている。 

しかし、Ａ社は昭和 49 年 10 月１日に解散しており、事業主は既に死亡

し、役員の連絡先も不明であることから、これらの者から申立人の同社に

おける勤務の状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができ

ない。 

また、申立期間①当時、申立人がＡ社に勤務していたことを証言する同

僚等はいなかった。 

さらに、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間①を

含む昭和 37年 11月から 38年８月までの期間にかけて健康保険の整理番号

に欠番は無く、同名簿に不自然な点は見られない。 

このほか、申立期間①における厚生年金保険料の控除を確認できる関連

資料及び周辺事情は無い。 

申立期間②の昭和 44年 10月から 45年７月までの期間については、Ｂ社

に勤務していた複数の同僚の証言により、時期は明確でないものの申立人

が同社に勤務していたことは推認できる。 



しかし、社会保険事務所の記録においてＢ社は、昭和 45年４月１日以降

は厚生年金保険の適用事業所となっていない。 

また、Ｂ社は昭和 46年６月 30日に解散しており、事業主は既に死亡し、

役員の連絡先も不明であることから、申立人の同社における勤務の状況及

び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 44 年 10

月から 45年３月までの期間における健康保険の整理番号に欠番は無く、同

名簿に不自然な点は見られない。 

加えて、申立期間②において、公共職業定所に申立人の雇用保険の加入

記録は無い。 

このほか、申立人が申立期間②において、事業主より給与から厚生年金

保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4617 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険被保険者記録については、訂正する

必要は認められない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 59年８月８日から 62年４月 17日まで 

    厚生年金保険の加入記録を社会保険庁に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。同社では、昭

和 62 年まで事業を営んでいたので、申立期間について厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間にＡ社で事業を営み、厚生年金保険に加入していたと主

張している。 

   しかし、Ａ社は、社会保険事務所において昭和 59 年８月８日受付で営業不

振による休業を事由として適用事業所で無くなった旨の処理が行われており、

申立人の被保険者資格も同日付けで喪失処理されていることが確認できる。 

また、申立人は、「申立期間当時、Ａ社を１人で経営していた。」と陳述して

おり、社会保険庁の記録からも、申立人は同社の事業主であったことが認めら

れる。 

   このため、Ａ社の事業主であった申立人が、昭和 59 年８月８日に同社から

の届出により行われた同社に係る全喪処理及び申立人の厚生年金保険資格の

喪失手続について全く関与せず、また、承知していなかったとは考え難い。 

ところで、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるか

を判断しているところであるが、特例法第１条第１項ただし書きでは、特例対

象者（申立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行してい

ないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、記

録訂正の対象とすることはできない旨規定されている。 



これらの事情を総合的に判断すると、特例法第１条第１項ただし書きの規定

により、申立期間当時、Ａ社の事業主であった申立人は、「保険料納付義務を

履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合」に

該当すると認められることから、当該期間については同法に基づく記録訂正の

対象とすることはできない。 


